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      開 議 午後１時 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） ただいまから、本日の会議

を開きます。 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） 出席議員数は、63人です。 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） 本日の会議録署名議員とし

て細川正人議員、森山由美子議員を指名します。 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） ここで、事務局長に諸般の

報告をさせます。 

○事務局長（酒井欣洋） 報告いたします。 

 山口かずさ議員は、所用のため、本日及び明日

の会議を欠席する旨、届出がございました。 

 去る５月21日、議長は、議案第６号 札幌市職

員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条

例案につきまして、地方公務員法第５条第２項の

規定により、人事委員会の意見を求めておりま

す。 

 本日の議事日程、議案審査結果報告書、質問順

序表を配付いたしております。 

 以上でございます。 

 〔報告書は巻末資料に掲載〕 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） これより、議事に入りま

す。 

 日程第１、議案第３号、第５号、第11号から第

22号までの14件を一括議題とします。 

 委員長報告を求めます。 

 まず、総務委員長 小須田大拓議員。 

 （小須田大拓議員登壇） 

○小須田大拓議員 総務委員会に付託されました

議案第22号 駒岡清掃工場更新事業建設工事請負

契約締結の件議決変更の件について、その審査結

果をご報告いたします。 

 質疑・討論はなく、採決を行いましたところ、

全会一致、可決すべきものと決定いたしました。 

 以上で、報告を終わります。 

○議長（長内直也） 次に、財政市民委員長 あ

おいひろみ議員。 

 （あおいひろみ議員登壇） 

○あおいひろみ議員 財政市民委員会に付託され

ました議案第３号 令和７年度札幌市公債会計補

正予算（第１号）及び工事請負契約の締結に関す

る議案第11号から第21号までの12件について、そ

の審査結果をご報告いたします。 

 質疑・討論はなく、採決を行いましたところ、

いずれも全会一致、可決すべきものと決定いたし

ました。 

 以上で、報告を終わります。 

○議長（長内直也） 次に、建設委員長 三神英

彦議員。 

 （三神英彦議員登壇） 

○三神英彦議員 建設委員会に付託されました議

案第５号 令和７年度札幌市下水道事業会計補正

予算（第１号）について、その審査結果をご報告

いたします。 

 主な質疑として、下水道管の全国特別重点調査

に関連して、過去に例のない大規模な調査を１年

で行う必要があることから計画的かつ確実に実施

することが求められるが、どのようなスケジュー

ルで進めていくのか。道路陥没の際に大規模事故

を引き起こしやすい下水道管について、国は、夏

までに優先的に調査することを求めているが、ど

のように進めていくのか。硫化水素の充満や管内

の流量が多いことにより、目視やテレビカメラに

よる調査が困難な下水道管については、どのよう

な手法で調査を実施するのか。調査事業について

は国庫補助の対象になるとのことだが、調査に基

づいて対策が必要と判断された場合、改築事業は

補助の対象になるのか。本市が定期的に点検して

きた部分と重複する下水道管については調査後の

経過年数が比較的短いと考えるが、改めて詳細調

査を行う必要性はあるのか。八潮市では、過去の

点検時に問題がなかったにもかかわらず、大規模
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な事故が発生したことから、本市の点検方法等は

適切なのかが懸念されるが、見直しは考えている

のか等の質疑がありました。 

 討論はなく、採決を行いましたところ、議案第

５号は、全会一致、可決すべきものと決定いたし

ました。 

 以上で、報告を終わります。 

○議長（長内直也） ただいまの各委員長報告に

対し、質疑はありませんか。 

 （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（長内直也） 質疑がなければ、討論の通

告がありませんので、採決に入ります。 

 議案14件を可決することにご異議ありません

か。 

 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（長内直也） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案14件は、可決されました。 

 ―――――――――――――――――――― 

○議長（長内直也） 次に、日程第２、議案第１

号、第２号、第４号、第６号から第10号まで、第

23号から第30号までの16件を一括議題とします。 

 ただいまから、代表質問に入ります。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。 

 山田一郎議員。 

 （山田一郎議員登壇・拍手） 

○山田一郎議員 私は、ただいまから、自由民主

党議員会を代表し、本定例会に上程されておりま

す諸議案並びに市政の諸課題につきまして、順

次、若手らしく、元気いっぱい質問させていただ

きます。 

 最初に、市長の政治姿勢について、大きく７点

伺います。 

 まずは、北海道新幹線に関する今後の取組につ

いてです。 

 北海道新幹線は、我が国の高速交通体系の骨格

を形成する上で極めて重要な国家的プロジェクト

であり、国全体の経済の発展及び生活領域の拡大

並びに北海道の振興に欠かすことのできない社会

資本であります。 

 その効果は札幌まで延伸されてこそ最大限に発

揮されるものであり、本市においては、札樽トン

ネルや札幌駅周辺の各工区で工事が行われている

ほか、都心部では、北海道新幹線の新函館北斗－

札幌間の2030年度末の開業を見据えて、まちづく

りや民間投資が進められてきたところでありま

す。 

 こうした中で、昨年５月、鉄道・運輸機構が

2030年度末の完成、開業は極めて困難であること

を国土交通大臣に報告し、国土交通省では、北海

道新幹線（新函館北斗・札幌間）の整備に関する

有識者会議において、今後の開業見通し等につい

ての検討を進め、本年３月、有識者会議の座長か

ら国土交通大臣へ報告書が手交されたところであ

ります。 

 その後、４月13日、北海道主催の北海道新幹線

札幌延伸推進会議において、国土交通省及び鉄

道・運輸機構から、有識者会議の報告書の内容に

ついて、沿線自治体と地元関係者に対して説明が

なされ、現時点ではおおむね2038年度末頃の完

成、開業を見込み、工程の影響が大きい、さらな

るリスクが生じた場合、さらに数年単位で遅れる

可能性があると示されました。 

 完成、開業に大幅な遅れが生じる見通しとなっ

たことは人の流れの変化や経済効果発現の時期の

遅れに直結し、開業により生ずるはずであった機

会や利益の損失が極めて大きなものになると考え

られます。 

 そこで、質問ですが、開業の遅れによるまちづ

くりへの影響を最小限に抑えるために札幌市とし

て今後どのように取り組んでいくのか、伺いま

す。 

 次に、ＧＸ産業の振興についてです。 

 ＧＸ産業の集積と金融機能の強化、集積を推進

する産学官金コンソーシアム、Ｔｅａｍ Ｓａｐ

ｐｏｒｏ－Ｈｏｋｋａｉｄｏが発足し、約２年が

経過しますが、これまで、我が会派は、取組の成
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果が札幌経済の成長につながり、地元事業者に実

感してもらうことの重要性を指摘してまいりまし

た。 

 政府は、本年２月に第７次エネルギー基本計画

を策定し、2040年度の電源構成の見通しとして、

再生可能エネルギーを４割から５割とし、北海道

が高いポテンシャルを有する洋上風力発電につい

ては我が国の再生可能エネルギーの主力電源化に

向けた切り札と位置づけております。 

 また、エネルギー基本計画と同じタイミングで

作成されたＧＸ2040ビジョンにおいては、脱炭素

電源などのクリーンエネルギーが豊富な地域に企

業の投資を呼び込むことを通じた新たな産業集積

の構築を目指すとの方向性が示されたところであ

ります。 

 これら国が示す方針は、まさに北海道、札幌市

が目指す日本の再生可能エネルギー供給基地、ア

ジア・世界の金融センターの実現の方向性に一致

しており、この機会を北海道、札幌の経済成長に

つなげるべく、取組を加速することが求められま

す。 

 一方で、現在、風車メーカーは欧米メーカーが

大勢を占める中、世界的な資材価格上昇や建設費

高騰、金利上昇や為替変動リスク、アメリカ政権

の脱炭素政策の転換など、洋上風力発電をめぐる

事業環境は厳しさを増しています。 

 このような中、北海道のポテンシャルを最大限

に活用し、洋上風力発電事業を確実に推進するた

めにも、国内でのサプライチェーンを構築し、地

元事業者が参入しやすい環境を整えることが極め

て重要であると考えます。 

 北海道においては、昨年７月の松前沖に続き、

本年３月に檜山沖で、再エネ海域利用法に基づく

法定協議会において、促進区域への指定手続を進

めることで合意されたところであります。 

 今後、道内の洋上風力発電事業が本格化する

中、札幌市としては、こうした状況を好機と捉

え、札幌経済への波及効果を拡大させていくた

め、地元事業者のサプライチェーンへの参入支援

等を検討していくべきだと考えます。 

 そこで、質問ですが、北海道が有するＧＸポテ

ンシャルを最大限に活用し、地元事業者への経済

効果を生み出していくために今後どのように取組

を進めるのか、その方向性を伺います。 

 次に、丘珠空港の機能強化についてです。 

 札幌市では、令和４年度に丘珠空港の将来像を

策定し、滑走路延伸の2030年供用開始等をはじめ

とする丘珠空港の機能強化について、北海道や地

元経済界等と一丸となって国への要望活動を重ね

てまいりました。 

 また、こうした要望活動と連動し、滑走路延伸

に係る課題などを協議するため、国や地元関係機

関などとともに丘珠空港機能強化検討会を開催

し、議論を積み重ねてきたところでもあります。 

 我が会派は、丘珠空港の将来像の策定前から、

人口減少を迎える中において、札幌への交流人口

の増加を生み出し、札幌、北海道の活力向上に資

する丘珠空港の機能強化に注目してきており、策

定後は札幌市と歩調を合わせながら国への要望活

動に取り組んできたところであります。 

 このような中、今般、国土交通省令和７年度予

算において、道内の航空需要に対応するため、丘

珠空港の機能強化に向けた調査検討を行うとし

て、機能強化に係る調査費2.6億円が計上されま

した。 

 現時点では丘珠空港の滑走路延伸が事業化され

たものではありませんが、国が調査検討に乗り出

すことは大きな前進であることには間違いなく、

これまで取り組んできた要望活動等の成果である

と認識しております。 

 他空港の事例等から、今後は、国が主体とな

り、環境アセスメント調査やパブリックインボル

ブメント、いわゆる住民参画などが行われると見

込まれますが、これはまさに滑走路延伸の事業化

に向けた動きが具体化し、また、加速していくも

のと考えます。 
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 このことから、札幌市は、これまでの国に要望

していくという姿勢から、国の調査検討という新

たな段階に対して、より早期事業化に資するよ

う、国への姿勢の変化が求められると考えます。 

 また同時に、今後、滑走路延伸が実現した場合

を想定し、丘珠空港が有するポテンシャルを最大

限発揮するためにも、空港ターミナルビルや駐車

場、空港へのアクセスの向上など、一体的な機能

強化が必要不可欠であることから、これに対する

札幌丘珠空港ビル株式会社をはじめとした関係機

関との協議も加速させていく必要があります。 

 しかし一方で、昨今、建設資材の高騰や人手不

足などにより、事業費の増嵩、工期の遅延などが

社会的な問題として顕在化しており、丘珠空港の

機能強化を図る上でもこれらのリスクに対する準

備は避けて通れない情勢であります。 

 こうしたことも踏まえ、滑走路延伸の2030年供

用開始に向けた調査検討に連動し、空港ターミナ

ルビル拡張などの様々な事業主体が関わる丘珠空

港全体の機能強化についても札幌市が先導的な役

割を発揮し、計画的に取り組んでいくべきと考え

ます。 

 そこで、質問ですが、国による滑走路延伸に向

けた調査検討が始まることを踏まえ、今後、国に

対してどのような姿勢で取り組むつもりか、伺い

ます。 

 また、空港ターミナルビルや駐車場などの機能

強化についても早期の実現に向けて取組を加速さ

せるべきと考えますがいかがか、併せて伺いま

す。 

 次に、雪まつりの在り方と自衛隊の協力関係に

ついて伺います。 

 令和７年２月４日から11日までの８日間、第75

回さっぽろ雪まつりが開催され、多くの観光客が

訪れ、大変なにぎわいの中で終了いたしました。 

 実行委員会の事前の見込みでは過去最高の来場

者数を見込んでいるという状況でありましたが、

前年度対比97.4％の約233万人、すすきのアイス

ワールドに関しても前年度対比89.9％の約102万

人という結果でありました。 

 今回は、新しい取組として、ＪＡＬさっぽろス

ノースポーツパーク2025を、さっぽろ雪まつり特

別連携行事として、２月７日から９日までの３日

間、雪まつり期間中に大和ハウスプレミストドー

ムにて開催し、相乗効果が期待されました。 

 海外からの観光客は雪まつり、地元や近隣の市

民などはスノースポーツパークのように、大混雑

を避けられたようにも見えますし、どちらかの選

択しかできなかったような可能性もありますの

で、正確な分析をするためにも継続した取組が重

要だと考えます。 

 雪まつり単体でもほぼ前年と同じ来場者数であ

りますので、合計すれば多くの方々に楽しんでい

ただけたことは明らかな状況であります。引き続

き工夫を凝らしながらも挑戦していただきたいと

思います。 

 もう一つ特徴的なことといたしまして、雪まつ

りの直前まで雪不足であったということでありま

す。最後の最後には何とか雪像制作が間に合うよ

うな降雪があり、無事に開催できたところではあ

りますが、今後に向けて対策が必須な状況である

と考えます。 

 本年２月の市長の定例記者会見においても、

さっぽろ雪まつりは、真っ白な雪を活用して行う

ことやスケールの大きさ等から世界中から注目い

ただいているイベントであり、道内各地の冬のイ

ベントへのきっかけにもなると思っており、北海

道全体にもたらす波及効果も大きく、継続してい

く必要がある一方で、気象状況が変わっているこ

と、いろいろなものが高騰していることから、制

作、維持の費用が非常に上がっていること、スポ

ンサーから得られる収入も厳しくなっていること

もあり、継続できる方法を考えていかなければな

らない時期に来ているとの発言もありました。 

 そのような中で、自衛隊から陸上自衛隊第11旅

団の協力により実現している大雪像について、現
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状２基の制作から１基に削減するという申入れが

ありました。 

 また、先日、株式会社北洋銀行が雪まつりの魅

力の維持に関して検討を始めたといった報道もご

ざいました。 

 近年の自衛隊を取り巻く状況といたしまして、

国際情勢や大規模災害対応など、任務が多様化し

てきており、北海道においては冬の訓練も任務に

対応するためには大変重要であることや、自衛隊

は、存在するだけでいい組織ではなく、いつどこ

で何が起きても即座に対応する必要性があるため

に日々の訓練を積み重ねていかなければならない

ということがあります。 

 自衛隊と自治体との関係という点において、全

国的にもさっぽろ雪まつりにおける自衛隊と札幌

市との関係は規模が大きなものであり、訓練レベ

ルの維持や向上をさせていくことが難しくなって

いる実態について自衛隊の方々から話を伺ってい

るところであります。 

 今月８日には、これまで幾度となく繰り返され

ている北朝鮮からの弾道ミサイルの発射もありま

した。2022年には、青森県の上空をミサイルが

通って太平洋に落ちたことは記憶に新しいところ

でありますし、2017年にも、北海道の上空、つま

り、私たちの頭上を通過したこともありました。

国民の命を守る本来任務に支障を来すかもしれな

い状況は日本に暮らす私たちにとっても極めてよ

くない状況だと考えます。 

 また、前述の質問のとおり、陸上自衛隊とは、

丘珠空港においても協力関係にあることや、札幌

市には札幌駐屯地、真駒内駐屯地、丘珠駐屯地と

三つの駐屯地が所在していることを踏まえても、

大変重要なパートナーであると言えます。 

 そこで、質問ですが、雪まつりの在り方を含

め、このたびの自衛隊からの申入れを市長はどの

ように受け止め、今後、自衛隊とどのような協力

関係を築いていくのか、伺います。 

 次に、観光振興について、２点伺います。 

 １点目は、新ＭＩＣＥ施設整備の検討状況であ

ります。 

 我が会派は、これまで、ＭＩＣＥによる経済波

及効果や札幌市の国際的なブランド力向上の観点

から、新たなＭＩＣＥ施設の整備が本市にとって

極めて重要な課題であるという主張を展開してま

いりました。 

 昨年の第４回定例会の代表質問においても、大

規模コンベンション誘致の観点から、新ＭＩＣＥ

施設に必要な機能や施設の構成など、その検討の

方向性について質問を行いました。 

 札幌市の答弁では、大規模な会議の開催実績を

有するＭＩＣＥ施設は、いずれもメインホール、

展示が可能な多目的ホール、会議室を備えてお

り、札幌市が検討中の新ＭＩＣＥ施設においても

これらの三つの諸室が必要不可欠であると認識し

ており、新ＭＩＣＥ施設における必要な機能や施

設の構成について検討を進めることを表明されま

した。 

 しかしながら、その後の４月には建設可否の判

断の遅れについて報道がなされ、新ＭＩＣＥ施設

の検討について、今後どのように進めていこうと

しているのか、懸念しているところであります。 

 そこで、質問ですが、新ＭＩＣＥ施設整備に向

けた現在の検討状況及び今後の見通しについて伺

います。 

 ２点目は、ＤＭＯの組織体制についてです。 

 札幌市は、国内有数の観光地であり、国内外か

ら多くの来訪者を受け入れておりますが、観光施

策を主導する司令塔の明確化、観光客目線での

サービス提供、環境の変化への的確かつ迅速な対

応に課題を抱えております。 

 これらの課題に対応し、他都市に後れを取るこ

となく施策を推進していくためには、観光事業者

とのネットワーク構築や戦略的なマーケティング

によって効果的・効率的に取り組むことができる

ＤＭＯを設立する必要があり、札幌市では令和８

年４月の設立に向けて具体的な準備が進められて
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いるところであります。 

 このような観点から、我が会派では、さきの第

１回定例会の予算特別委員会において、ＤＭＯを

機能させていくための組織体制の考え方について

質問し、札幌市からは、札幌観光協会のＤＭＯ化

に向けて、専門的な業務知識や経験を蓄積し、効

果的に活用するため、プロパー職員主体の組織を

構築するとともに、必要な人材の確保や育成を進

める旨の答弁がありました。 

 現在、ＤＭＯの設立と並行して準備が進められ

ている宿泊税は、ＤＭＯの活動の財源としても活

用されると考えますが、ＤＭＯが札幌観光の司令

塔として機能することで観光消費額が高められ、

それが宿泊税の増収につながり、その宿泊税を活

用して観光によるまちづくりをさらに進めてい

く、こういった好循環をつくっていくことが札幌

経済の活性化にとって非常に重要であると考えま

す。 

 札幌観光協会は、全市域をカバーする観光協会

として、これまでさっぽろ雪まつりやオータム

フェストといった大型観光イベントの運営では実

績を上げていますが、全国的に見て、既存法人の

ＤＭＯ化については、ＤＭＯとしての機能を十分

に発揮できていないなどの事例が少なからずあ

り、名前だけのＤＭＯになることが懸念されると

ころであります。 

 札幌観光協会をＤＭＯ化する上では、ＤＭＯと

して本来果たすべき機能を十分に発揮できる体制

を新たに整えることが不可欠であり、現在の組織

にこだわらず、あるべき組織体制を根本から考え

ていかなければならないと考えます。 

 そこで、質問ですが、ＤＭＯが機能し得る組織

体制はどのようなものであるべきと市として考え

ているのか、また、その組織づくりに向けて、現

在どのような体制でどう取り組んでいるのか、伺

います。 

 次に、パーソントリップ調査について伺いま

す。 

 札幌市の公共交通は、地下鉄やＪＲといった基

軸となる軌道系交通に後背圏からバスネットワー

クが接続することで市民の日常の移動を支える重

要な社会基盤となっています。 

 しかし、近年は、人口減少や高齢化の進行に加

え、バス運転手の人材不足といった課題が深刻化

しており、交通を取り巻く環境は大きな転換期を

迎えております。 

 こうした中、今後のまちづくりや公共交通の在

り方を見直す上で、人々の実際の移動実態を把握

することは極めて重要であり、その意味で、令和

７年度に、北海道をはじめ、関係機関と連携して

実施される道央都市圏を対象としたパーソント

リップ調査は、平成18年以来、約20年ぶりの大規

模調査となることから、大きな意義を持つものと

考えております。 

 パーソントリップ調査は、居住地や出発時刻、

移動手段、目的地など、個々の移動に関する情報

を多角的に把握するものであり、得られたデータ

は、交通計画のみならず、都市構造や土地利用の

再編、生活圏の設計、さらには、カーボンニュー

トラルの視点を含めた環境施策にも活用できる極

めて重要な基礎資料となります。 

 今回は、紙による調査票に加えて、スマート

フォンなどを活用したウェブ回答も導入される予

定と伺っており、調査の利便性や回答率の向上、

さらには、ビッグデータとの連携による分析精度

の強化も期待されます。 

 また、調査結果の一部については、オープン

データとして市民や事業者と共有される可能性も

あり、まちづくりへの利活用方針の考え方や透明

性をいかに確保していくかが極めて重要な視点で

あると考えております。 

 市民や関係者にとって調査結果の意味や活用方

針が見えやすくなることで政策への理解と納得感

が高まり、政策への協働意識にもつながっていく

ものと期待されます。 

 そこで、質問ですが、どのような考え方でパー



- 7 - 

ソントリップ調査の結果を活用していくのか、伺

います。 

 次に、株式会社札幌ドームの今後の経営につい

てです。 

 株式会社札幌ドームの経営状況は、北海道日本

ハムファイターズの本拠地移転後の初年度であっ

た令和５年度の決算が約6.5億円の赤字となりま

したが、昨年度は、ネーミングライツ契約の締結

や新規イベントの誘致などにより、収支が改善

し、黒字化を達成できる見通しとなっています。 

 我が会派では、これまでに、株式会社札幌ドー

ムの経営については、株式会社である以上、自ら

の創意工夫により収益を上げていく努力を求めて

きたところであり、その成果が一定程度現れてき

ているものの、引き続き収支改善の取組が必要な

状況にあるものと認識しております。 

 また、収支改善の取組と併せて、プレミスト

ドームが、公の施設として、市民利用の促進と

いった公共的な役割を十分に果たせるよう、アマ

チュア大会の支援など、札幌市がその運営にしっ

かりと関与すべきと求めてきたところでもありま

す。 

 プレミストドームの現在の指定管理期間は令和

９年度で終了となることから、令和９年度中に

は、その後の運営体制を決定する必要があり、令

和10年度以降の運営の在り方を検討する時間は限

られてきております。 

 令和10年度以降におけるプレミストドームの運

営体制や市の関与の在り方について、例えば、現

在の指定管理費０円のままでの株式会社札幌ドー

ムへの指定管理という形がよいのか、何らかの抜

本的な見直しを図るかなど、本格的な検討に取り

かかる時期に来ているものと考えます。 

 このような中、これまで株式会社札幌ドームの

経営改善にご尽力されてきた山川社長が退任を表

明され、６月の株主総会において新社長が就任す

ることが予定されています。また、この４月から

は札幌市から新たに局長職を株式会社札幌ドーム

に派遣しており、市の関与を強めていく姿勢がう

かがえるところであります。 

 そこで、質問ですが、新社長を迎えて新たなス

タートを切ることになる株式会社札幌ドームの経

営に対して、市として何を期待し、今後どのよう

に関与していくのか、伺います。 

 次に、新たな都市づくりについて、２点伺いま

す。 

 １点目は、札幌北広島環状線の整備についてで

す。 

 札幌北広島環状線は、西区宮の沢から北区新琴

似・屯田・福移地区、東区中沼地区を経由し、江

別市、北広島市に至る全体延長42.3キロの主要幹

線道路であり、道央都市圏の都市交通マスタープ

ランにおける骨格道路網の一路線として道央都市

圏内の産業連携軸の機能を担う札幌圏連携道路に

位置づけられております。 

 また、今年３月に開通した中樹林道路など、順

次、整備が進められている道央圏連絡道路を補完

する役割も担っている重要な道路であります。 

 札幌北広島環状線のうち、創成川通の西側で

は、花川通までの区間に当たる屯田・茨戸通約

4.5キロの道路工事が盛んに進められているのを

目にし、いよいよ開通が見えてきたと実感してお

ります。 

 屯田・茨戸通が完成すると、北区内の交通が円

滑になることに加え、宅地開発が好調な石狩市緑

苑台とも相互連携し、北区内はもとより、石狩市

との地域間連携にも寄与することが期待されま

す。 

 一方、創成川通から東側は、20年ほど前に東区

中沼町までの道路が整備されましたが、連携道路

の機能として最も重要な江別市とを結ぶ約７キロ

の区間がいまだに整備されておらず、札幌北広島

環状線としての本来の機能が発揮されていないと

感じております。 

 未整備区間の整備により、石狩湾新港と江別市

の工業団地との産業拠点を結ぶことで、大型車交
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通が多く、渋滞が課題となっている国道275号を

はじめとする周辺道路の円滑化や物流の効率化に

もつながることが期待されます。 

 また、冬期間においても重層的にルートが確保

され、速達性及び定時性の向上も見込まれます。 

 こういったこともあり、我が会派としては、未

整備区間の整備をかねてから望んでいますが、令

和８年度札幌市重点要望において、国土交通省に

向けて初めて言及されると聞いており、いよいよ

動き出すという大きな期待感を持っております。 

 そこで、質問ですが、札幌北広島環状線につい

て、現在整備が進められている屯田・茨戸通の開

通の見通し、そして、未整備区間の道路整備に向

けて、今後どのように取り組んでいくのか、伺い

ます。 

 ２点目は、これからの公共交通の維持について

です。 

 路線バスの運転手は、年々、減少、高齢化が進

んでおり、新規人材の確保が難しい状況が続いて

おり、運転手不足を理由に、バス路線の減便、廃

止が市内でも相次いで発生しております。 

 札幌市地域公共交通計画では、公共交通が目指

すべき将来像として、市民・事業者・行政の協働

でつくるまちと暮らしを支える持続可能な公共交

通ネットワークを掲げ、その実現に向けた取組と

して、バス路線の再編による運行の効率化、乗合

バス路線維持補助金の拡充のほか、外国人材も含

めた運転手確保に向けた取組、連節車両の導入検

討、自動運転に関する検討など、新しい取組も定

められたところであります。 

 こうした中、４月１日のダイヤ改正において

も、札幌市内を走るバス路線のうち、９路線が廃

止となりました。 

 私の地元東区では、北海道中央バスの栄町篠路

線の廃止により、一部の地域が公共交通の利用が

困難な地域となり得る状況となったため、地域住

民や事業者、関係機関、札幌市で構成する地域公

共交通会議が開催され、代替手段等の議論を重ね

た結果、ジャンボタクシーによる代替交通の導入

が決定し、４月から運行が始まっており、通勤や

買物などで利用される方々の生活の足としての役

割を担っております。 

 このほかにも、南区や手稲区においてはデマン

ド交通が運行されており、また、厚別区において

は、地域住民が主体となり、地域交通、厚別ふれ

あい循環バスの実証運行がこの４月から開始さ

れ、様々な手段で地域の足を守る取組が進められ

ております。 

 これらバス路線廃止後の代替交通などの導入に

おいては、地域ごとの実情や課題に向き合い、運

行形態等を十分検討するとともに、導入後におい

ても、運行内容等について十分な検証を行い、よ

り効果的な手法を絶えず検討していくことが重要

であると考えます。 

 一方、道内の他自治体においてもバス路線廃止

の要因となっている運転手不足を解消しようと

様々な取組が進められており、上士幌町では令和

４年から自動運転バスの本格定期運行を開始して

います。 

 札幌市でも、今年度、南区定山渓において、温

泉街や観光スポットの周遊を目的とした自動運転

バスの運行を目指し、国交省の補助メニューであ

る自動運転社会実装推進事業にエントリーをして

いるところであります。 

 自動運転バスについては、その導入の目的、地

域の実情に応じて、様々な課題を解決する必要が

あると認識しておりますが、将来を見据え、幅広

い視野を持って様々な検討をしていく必要性があ

ると考えます。 

 そこで、質問ですが、これからの公共交通を維

持していくため、今後どのように取組を進めてい

くのか、市長の考えを伺います。 

 次に、今後の公民・広域連携特区制度の推進に

ついて伺います。 

 令和６年度に民間事業者や周辺自治体などの推

進体制の強化を目的とした組織、公民・広域連携
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推進室が設置されましたが、今年度からは、新た

に、国家戦略特区関連業務やふるさと納税関連業

務が移管されるなど、さらなる体制の充実が図ら

れています。 

 昨年の第１回定例会代表質問において、この組

織を設置した狙いを私から質問させていただきま

したが、市長から、多様な主体と市の関連部署を

つなぐ役割として、複数の部署や圏域にまたがる

提案を一元的に受け付けることで産学官連携や広

域連携に関する幅広いアイデアを創出していく旨

の答弁がありました。 

 その後、令和６年７月、民間事業者から札幌市

との協働に関する相談、提案を受け付ける官民連

携窓口、ＳＡＰＰＯＲＯ ＣＯ－ＣＲＥＡＴＩＯ

Ｎ ＧＡＴＥが開設されましたが、報道によりま

すと、開設初年度である昨年度は、当該窓口に民

間事業者から88件の提案があり、そのうち、19件

については協定の締結やイベントの共催等の取組

が実現したとのことで、着実にその歩みを進めて

おり、我が会派としても一定の評価をしておりま

す。 

 加えて、副市長の担任事務について特命事項の

一つに公民・広域連携特区制度の推進が位置づけ

られたことは我が会派にも民間経営者から歓迎の

声が聞こえてきております。 

 まちづくりを進める上で民間事業者をはじめと

する多様な主体と連携していくことは大変重要な

ことであり、札幌市としてもそのような意図から

特命事項に位置づけたものと思料するところであ

ります。 

 我が会派としては、より一層、多様な主体との

連携を加速していただくことはもちろんのこと、

著名な地域の産学官連携組織である福岡地域戦略

推進協議会、ＦＤＣなどを参考に、様々な主体が

垣根を越えて共に地域社会に貢献していく仕組み

が、今後、札幌市でも生まれていくことに大きな

期待を寄せております。 

 そこで、質問ですが、公民・広域連携特区制度

の推進について、今後どのように進めていくの

か、札幌市のお考えを伺います。 

 次に、夜間における初期救急医療体制について

です。 

 救急医療は、患者の重症度に応じて、初期救

急、２次救急、３次救急という３段階での役割分

担の下、それぞれの医療機関が連携しながら患者

を受け入れる体制となっています。 

 中でも、初期救急は、地域の医療機関の診療時

間外である夜間や休日などに比較的軽度な症状で

ある救急患者に対して応急的な外来診療を提供す

る医療機関であり、救急医療体制の基盤を担うも

のであります。 

 このうち、札幌市の夜間における初期救急医療

の提供の歴史は長く、昭和47年に、札幌市医師会

が医師会館内において全国に先駆けて夜間救急医

療の提供を開始し、平成16年には札幌市の公の施

設としてＷＥＳＴ19内に現在の札幌市夜間急病セ

ンターを開設し、札幌市医師会が指定管理者とし

て運営を担ってまいりました。 

 以来、１年365日、休むことなく、眼科、耳鼻

科は19時から23時まで、内科、小児科は19時から

翌朝７時まで、夜間の救急患者に対する医療提供

が続いており、急な病気の際に夜間受診が可能な

医療機関が毎日いつも変わらずあるということは

大変心強く感じております。 

 夜間急病センターを開設して以降、変わらず医

療提供を行ってきたことにより、市民が安心して

暮らせる社会の実現に大きく貢献したところであ

り、指定管理者である札幌市医師会をはじめとす

る運営に携わってきた全ての方に敬意と感謝の念

を表します。 

 病気は、24時間、いつ発症するものか、時を待

たないものであり、今後においても夜間における

初期救急医療の必要性は変わらず、夜間急病セン

ターが担う役割は依然として重要なところと認識

しております。 

 一方、札幌市においても、少子高齢化など、人
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口構成の変化に伴う医療需要の変化が生じている

ものと考えられ、今後も継続して夜間急病セン

ターが市民の安心を支える施設であり続けるため

にも、夜間における初期救急医療体制の在り方に

ついて、時代や医療需要の変化に即した対応が必

要であると考えます。 

 そこで、質問ですが、夜間における初期救急医

療体制について、その課題に対する認識と今後の

持続的な提供体制の構築に向けてどのように取り

組んでいく考えか、伺います。 

 次に、子育て環境の整備について、３点伺いま

す。 

 １点目は、今後の保育の需給バランスについて

です。 

 本年１月の文教委員会にて、我が会派から子ど

も・子育て支援事業計画における需給計画につい

て触れ、保育所の利用者からすると、きょうだい

で同じ園に入れない、近くや通勤途中の便利な園

に入れないなど、希望していた保育園に入園する

ことができない方は数多くおられ、そのため、大

変な不便に耐えながら利用している方、あるい

は、入園を断念する方も少なくないと指摘してま

いりました。 

 その反面、保育所の経営の観点からは、保育所

や幼稚園などは顧客である子どもの取り合いと

言っても過言ではない厳しい状況に置かれてお

り、生き残りをかけて必死に努力しているところ

もあります。 

 昨今、誠に残念ながら、少子化の進行に歯止め

がかかることなく、昨年、本市における出生数

は、1960年以来、64年ぶりに１万人を割り込み、

現在、本市における未就学児の数を見ると、５歳

児が１万2,866人、ゼロ歳児が9,248人となってお

り、この僅か５年間で約３割も減少している状況

にあります。 

 これまで、保育ニーズは堅調に伸びていたもの

の、将来的には保育の需給バランスが崩れること

が想定され、経営難に陥る民間の保育所が出てき

てしまうことは容易に想定できます。 

 利用者からのニーズに対応しながら需給バラン

スを安定させるのは難しいと認識しております

が、万が一にも経営難により保育所が閉園してし

まうことがないよう取り組まなければならないと

考えます。 

 そこで、質問ですが、少子化による将来的な保

育ニーズの減少を見据え、本市における保育の需

給バランスをどのように認識し、対応していくの

か、伺います。 

 ２点目は、障がい児保育についてです。 

 札幌市では、障がいや発達に課題のある子ども

たちの保育に当たり、一人一人の子どもの発達過

程や特性を丁寧に把握し、適切な環境の下で保育

を実施するために保育士の加配などによる支援を

行っています。 

 この保育士の加配は、集団生活の中で子どもた

ちが安心して過ごし、個々の発達に応じた支援を

受けるために非常に重要であり、発達に課題を抱

える子どもたちの健やかな成長に大きく寄与して

いるものと認識しております。 

 国においても、2025年度からの保育政策の新た

な方向性の中で全ての子どもの育ちと子育て家庭

を支援する取組の推進を施策の柱としており、保

育所等におけるインクルージョンの推進や多様な

ニーズに応じた専門的な支援の確保、充実が掲げ

られています。これは、障がいの有無にかかわら

ず、全ての子どもが地域で安心して育つことので

きる社会の実現を目指すものであり、札幌市にお

いても国の方針を踏まえた施策展開が求められる

と考えます。 

 しかしながら、各園の保育の現場では障がい児

保育の認定を受けている子ども以上に発達に課題

があり、個別の関わりや特別な配慮が必要な子ど

ものほうが多いと受け止めている状況にあるよう

であります。 

 令和５年度に札幌市私立保育連盟が加盟園に

取ったアンケートによると、障がい児保育認定を
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受けていないが、特別な配慮が必要な児童は障が

い児保育の認定を受けている児童の約４倍の

2,000人以上に上っており、これはアンケートの

回答のあった園のみの人数であることから、実際

にはさらに多くの配慮が必要な子どもたちが存在

すると推察されます。 

 そこで、質問ですが、障がい児認定を受けてい

ないものの、特別な配慮が必要とされる児童に対

してどのような関わりが必要と考えているのか、

市としての認識を伺います。 

 ３点目は、市北部への児童相談所の整備につい

てです。 

 令和５年４月施行の児童福祉法施行令の改正に

おいて、国は、児童相談所の管轄区域について、

担当するケース数等を適正なものとし、児童虐待

への対応等を適切に行えるようにする必要がある

ことから、児童相談所の管轄区域に関する基準を

示しております。 

 具体的には、管轄区域内の人口をおおむね50万

人以下であることとし、20万人から100万人まで

の範囲を目安として定め、あわせて、管轄区域の

見直しも積極的に検討するよう通知しておりま

す。 

 本市においては、今年９月下旬に、白石区で供

用開始が予定されている東部児童相談所の整備が

進んでいることに加え、４月からは、現児童相談

所の相談援助部門について、市内管轄区域を分割

し、東区及び北区を所管する北部担当部長を新設

の上、一層きめ細かく児童相談に対応されるもの

と理解しております。 

 しかし、東部児童相談所が管轄する白石区、厚

別区、豊平区、清田区の４区の人口は、国が示す

基準内の約67万人となりますが、中央区の現児童

相談所の管轄人口は120万人を超え、依然として

国の基準を上回っております。 

 特に、東区においては、全区の中でも、唯一、

相談件数が過去５年連続で増え続けている状況で

あります。 

 さらに、令和４年度に児童相談所業務全般に関

する第三者評価を受審しておりますが、その報告

書においても、第３、第４の児童相談所の設置も

検討すべきといった提言がされているところと認

識しております。 

 そのため、私といたしましては、今後、国が示

す管轄区域に関する基準を満たすとともに、より

市民が利用しやすい環境を整えるという観点も踏

まえると、東区を含む市北部に３か所目の児童相

談所が必要であると考えます。 

 そこで、質問ですが、市北部に児童相談所を整

備する必要性について札幌市としてどのように考

えているのか、伺います。 

 次に、教育環境等の推進・充実について、２点

伺います。 

 １点目は、学校現場における情報セキュリ

ティー対策についてです。 

 先般、卒業アルバムに掲載された児童生徒の個

人情報が漏えいした可能性があることが多くのマ

スメディアで取り上げられました。札幌市を含む

多くの自治体にて市民の関心が高まっているとこ

ろであります。 

 このたびのケースにおいては、学校と取引のあ

る写真館が、直接、サイバー攻撃を受けたわけで

はなく、写真館から委託された印刷事業者にて起

こった事案とのことでしたので、各学校や教育委

員会にとっては想定外の状況であったと推察いた

します。 

 このことを踏まえ、札幌市においては、情報セ

キュリティーの取扱いや安全管理措置等の徹底を

働きかけるように各学校に周知したことは聞いて

おり、児童生徒の重要な情報を守ろうとする素早

い対応については評価に値します。 

 一方で、今回の事案は、外部委託先における情

報管理のさらなる徹底という点だけにとどめず、

これまで学校現場で行ってきた情報セキュリ

ティー対策をいま一度見直すきっかけとして捉え

るべきものと思います。 
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 現在、国の情報セキュリティーに関するガイド

ライン等においては、教職員用の端末や主に児童

生徒が利用する１人１台端末から得られる様々な

教育データを効果的に活用しながら教育の質的改

善を図ることが求められています。 

 我が会派としても、学校現場におけるデジタル

化は、今後、一層、進展し続けていくと認識して

おり、時代の情勢に応じたセキュリティー対策を

行っていくなど、より学校現場や時代に適したも

のにしていくことが児童生徒一人一人の力を最大

限に引き出したり、教職員のきめ細やかな指導に

つなげたりする上で重要であると考えます。 

 そこで、質問ですが、現在運用している情報セ

キュリティーの対策について、現状の課題や教育

委員会としての今後の対応について伺います。 

 ２点目は、市立札幌開成中等教育学校の国際バ

カロレア教育を踏まえた今後の高校改革について

です。 

 札幌市では、平成27年度に、札幌開成高校を開

成中等教育学校に改編し、中高一貫した教育とい

う新たな取組を進めてまいりました。 

 さらに、令和４年度には、旭丘高校に数理デー

タサイエンス科を新たに設置し、開成中等教育学

校とともに、スーパーサイエンスハイスクールの

指定を文部科学省から受けているところでありま

す。 

 ほかにも、清田高校では、グローバルコースを

設置するなど、市立高校において特色のある取組

をここまで進めてきたものと認識しております。 

 その中でも、特に開成中等教育学校において

は、平成29年３月に公立の中等教育学校では国内

で初めて国際バカロレア認定校となり、先進的な

取組を進めてまいりました。 

 国際バカロレアとは、多文化に対する理解と尊

敬を通じて平和でよりよい世界に貢献できる若者

を育成する目的のプログラムのことを言います。 

 また、国際バカロレアは海外でも活躍できる人

材を教育するプログラムでもあり、海外の大学に

おいて大学入学資格としても認められていること

から、海外に進学できるという特色もあります。 

 さっぽろ連携中枢都市圏の一つである千歳市へ

のラピダスの進出や苫小牧市におけるソフトバン

クのＡＩデータセンターの着工を皮切りに、今

後、ＧＸ、グリーントランスフォーメーション

や、ＤＸ、デジタルトランスフォーメーションな

どが進むと産業や社会の構造も大きく変化してい

くことになります。 

 国際バカロレア教育は、生涯にわたって学び続

けるための学習方法を身につけることができるプ

ログラムとなっており、社会の状況の変化に合わ

せた対応が可能な人材の育成に寄与するものと考

えております。 

 これら市立高校で学ぶ生徒には、ぜひ学び続け

る姿勢を持った人に育っていってほしいと切に

願っております。 

 そこで、質問ですが、開成中等教育学校で行っ

ている国際バカロレア教育を踏まえながら、今後

どのように高校改革を進めていく考えか、伺いま

す。 

 次に、地域の生活に即したまちづくりの検討に

ついて、３点伺います。 

 一つ目は、舗装損傷の課題に対する札幌市の対

応についてです。 

 本市が管理する道路においては、積雪寒冷地特

有の気象条件に加え、今冬のような暖冬傾向の影

響も相まって、凍結と融解を繰り返す中で、舗装

の穴ぼこと言われるポットホールの発生が例年以

上に多く見受けられました。 

 我が会派としても、本年３月に、市長に対して

緊急要望を提出し、早急な補修対応と交通安全へ

の配慮を強く求めたところでありますが、実際に

市民の皆様からは走行時の衝撃による車両の破損

や歩行者の危険性に対する不安の声が多数寄せら

れており、今後もこうした状況が恒常化すること

が懸念されます。 

 気候変動の影響により、冬季の気象が不安定化
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し、凍結、融解の頻度が増すことが想定される

中、これまでのような応急的、対症的な補修対応

のみに頼るのではなく、予防保全の観点を重視し

た戦略的な維持管理や生活道路を含めた補修体制

の見直し、さらには、中長期的な財源の確保を

図っていくことが極めて重要と考えます。 

 そこで、質問ですが、ポットホールなど、積雪

寒冷地特有の舗装損傷に対し、どのように対策を

講じていく考えか、伺います。 

 ２点目は、町内会の負担軽減についてです。 

 令和５年４月に施行された札幌市未来へつなぐ

町内会ささえあい条例は、町内会の意義や重要性

を広く共有するとともに、町内会の維持や活動の

活性化に関する札幌市の基本的な施策を明記し、

将来にわたって町内会を支援していくことを明ら

かにしたものであります。 

 条例の第10条には、市は、町内会の維持及び活

動の活性化のため、町内会の負担を軽減するため

に必要な支援を行うものとすると定められてお

り、札幌市は、これまで、町内会活動保険の新

設、町内会のデジタル環境整備に向けた支援な

ど、町内会の運営面に関わる負担軽減に取り組ん

できております。 

 しかしながら、地域からは、行政から依頼され

る各種委員について負担軽減を求める声が多く、

さらなる取組が必要であると言わざるを得ない状

況であります。 

 例えば、行政から町内会に対する委員選出の依

頼においては、高齢化や担い手不足に直面する町

内会にとっては人選が大きな負担となり、また、

委員によっては町内会役員も含めて構成される推

薦委員会の開催といった手続も必要となっており

ます。 

 また、委員としての活動自体の大変さについて

はそれぞれ異なるものの、付随する会議や講演会

などへの出席要請も多く、個人としても大きな負

担となっております。 

 加えて、行政が依頼する委員の種類は多く、結

果として、連合町内会長をはじめ、一部の役員が

複数の委員を兼務しなければならないことが必然

的に多くなり、お話を伺うと委員間で業務の内容

が重複しているのではないかという疑問の声も聞

かれるところであります。 

 委員として活動されている地域の方々は誇りを

持って熱心に活動されているものの、地域が置か

れている状況を考えれば、各種委員に関する負担

軽減の取組は不可欠であり、委員の必要性をはじ

めとして、原点に立ち返った抜本的な見直しが急

務であると考えます。 

 そこで、質問ですが、町内会の負担軽減のた

め、設立趣旨や活動内容が重複している委員の職

や業務内容について統廃合等の整理を検討する必

要があると考えますがいかがか、市の認識を伺い

ます。 

 ３点目は、地域のボランティア活動に対する支

援についてです。 

 札幌市東区の青少年育成委員会において発生し

たある事案を踏まえ、今後のボランティア活動に

対する札幌市の基本的な考え方と万が一の際の対

応、対策について伺います。 

 先般、札幌市東区の青少年育成委員会が主催し

たイベントにおいて、参加した少年１名が年下の

少年２名に暴力行為を行い、けがをさせるという

事案が発生いたしました。まさに、その際、加害

少年を止めに入った委員も負傷したと聞いており

ます。 

 このような状況に対し、青少年育成委員会とし

ては、地域のボランティア活動保険である札幌市

地域活動保険の適用を検討しましたが、市から

は、被害者から損害賠償を求められ、法律上の賠

償責任を負う事故でなければ保険が適用できない

との見解が示されたとのことです。 

 青少年育成委員会として、地域の子どもたちに

楽しんでもらいたいとの一心で無償で準備、運営

に従事しているにもかかわらず、その上、法律の

解釈や被害者対応などで、委員会主催のイベント
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で起きた事故とはいえ、非常に大きな混乱と精神

的な負担が生じており、結果として、今年度の委

員会による行事は全て中止し、勉強会や研修会な

どを行うことにしたと聞いております。 

 青少年育成委員は、札幌市から選任され、地域

の青少年の健全育成に寄与するために活動されて

いる方々でありますが、このような事案が生じた

際には誰しも冷静な対応が困難であることから、

あらかじめ市から不測の事態に備えた対応指針等

を示すべきものと考えます。 

 加えて申し上げれば、このような経験が地域に

共有されればされるほど、何か起きたときに責任

だけが問われるのではないかという不安が広が

り、今後、ボランティア活動に参加しようとする

人材が集まりにくくなることも強く危惧しており

ます。 

 善意で関わる市民が安心して活動できる環境の

整備は急務であります。 

 そこで、質問ですが、このようなトラブルが発

生した場合に、札幌市として、青少年育成委員会

の精神的負担を軽減するためにどのような対応を

行っていくのか、伺います。 

 さらに、地域の様々なボランティア活動への支

援を進める上ではこのたびの事案をしっかりと生

かしていくことが必要と考えますが、その対応に

ついても併せて伺います。 

 では、次に、災害時のエネルギー分散を考慮し

た市有施設の在り方について伺います。 

 令和６年能登半島地震では、特に、奥能登地域

において、インフラに壊滅的な被害が発生し、現

在も復旧に向けた作業が続いており、その教訓か

ら、災害発生時の被害を防止、軽減するためにイ

ンフラ、ライフラインの強靱化が求められており

ます。 

 我が会派では、従前から、このような観点の

下、災害時のエネルギー供給の確保やエネルギー

の分散化に向けた取組として、災害時に避難所と

なる市内の小・中学校をはじめ、市有施設へＬＰ

ガスを導入するよう、複数回にわたり要望すると

ともに、質問を行ってまいりました。しかしなが

ら、ＬＰガスの導入については、初期導入コスト

や運用コストなどの課題により、一施設も導入に

至っておりません。 

 改めて申し上げるまでもありませんが、ＬＰガ

スは、可搬性が高く、独立したエネルギー源とし

て非常に有効活用できるため、電力や都市ガスの

供給が途絶える可能性が高い災害時にはＬＰガス

の活用が極めて有効であると考えます。 

 そこで、質問ですが、災害時におけるエネル

ギー源の確保の観点から、ＬＰガスの活用をどの

ように位置づけ、早期導入に向けて具体的に検討

される考えがあるのかどうか、伺います。 

 最後に、札幌市役所本庁舎の整備について伺い

ます。 

 市役所本庁舎の整備に関して、昨年度、有識者

によるあり方検討会での議論を経て、本年４月に

は、建て替えを前提に検討を進めていくことに優

位性があるとの意見書が提出されたところであ

り、具体的に整備の方向性を決定していく重要な

局面を迎えたと考えます。 

 ただ、札幌市は、傾向的に意思決定が極めて慎

重であり、それは堅実な姿勢である一方、スピー

ド感に欠け、事業実施が後手に回り、結果とし

て、大型プロジェクトや重要な事案が滞ったり、

機会を逃してしまうようなケースも少なくありま

せん。 

 現庁舎は、老朽化と分散化が著しい上、耐震性

能や防災拠点機能の確保や基幹設備などの劣化と

いった緊急性が高い課題も多く抱えており、検討

会からの意見書を受けた今、再度、庁内検討に必

要以上の時間をかけることなく、建て替えに向け

た具体的なロードマップを早急に示していくべき

であります。 

 特に、災害発生時に、市役所本庁舎は、あらゆ

る支援、救助業務の司令塔となる防災拠点の機能

が求められることになりますが、検討会の資料に
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は現庁舎はたとえ改修を行ったとしても防災拠点

としての十分な機能の確保は難しいことが示され

ており、今後、いつ起きるとも分からない災害に

備え、市民の安全・安心の確保のためにも足早に

建て替えに向けた検討を進めるべきと考えます。 

 このように、本庁舎建て替えの今後のロード

マップやスケジュールを速やかに示していくこと

は、再開発の時期を迎えた大通、創成東など、周

辺地区の民間投資需要をリードし、喚起していく

上でも地元行政機関として欠かせない責務であり

ます。 

 そのためには、今後の意思決定の迅速化を担保

し、事業遅延のリスクを低減するための進行管理

などの仕組みも早急に検討すべきと考えます。 

 そこで、質問ですが、市は、本庁舎の整備に向

けて、現時点でどのように検討を進めていくの

か、市長のご所見を伺います。 

 以上で、私の質問の全てを終了いたします。長

時間にわたり、ご清聴、誠にありがとうございま

した。（拍手） 

○議長（長内直也） 答弁を求めます。 

 秋元市長。 

○市長（秋元克広） 全体で９項目にわたり、ご

質問いただきました。私からは、１項目めの私の

政治姿勢についての７点、それから、２項目めの

新たな都市づくりについて、そして、９項目めの

札幌市役所本庁舎の整備についてお答えをさせて

いただきます。その余のご質問に対しましては、

担当の天野副市長、山本副市長、加藤副市長、教

育長からお答えをさせていただきますので、よろ

しくお願いいたします。 

 大きな１項目めの私の政治姿勢についての１項

目め、北海道新幹線に関する今後の取組について

お答えをさせていただきます。 

 新幹線の完成、開業が大幅に遅れることで、観

光やビジネスなど、様々な分野での経済波及効果

の発現が先送りとなることに加え、都心の再開発

事業や民間投資の機運低下にもつながるおそれも

あり、まちづくりへの影響を抑えるということは

極めて重要であると認識しております。 

 このため、４月に、北海道や沿線自治体、経済

団体の関係者とともに、国土交通大臣に対し、一

日も早い完成、開業に加え、経済的な損失を補う

包括的な支援や新たな地方負担を生じさせない措

置などを緊急要望したところであります。 

 今後、札幌市といたしましては、再開発の支援

など、開業時期にかかわらず進めるべき取組を推

進するとともに、関係者と連携して、開業遅れの

影響を具体的に把握した上で必要な対応を検討

し、様々な機会を通じて国の支援を強く要望して

いく考えであります。 

 次に、２項目めのＧＸ産業の振興についてお答

えをいたします。 

 札幌市では、ＧＸ産業の集積と金融機能の強化

集積に向けて、認知度向上や投資を呼び込む環境

づくりが重要と考え、首都圏におけるトップセー

ルスやニューヨークでの投資セミナーをはじめと

した国内外でのプロモーション活動や、ＧＸ推進

税制の創設など、様々な取組を進めてきたところ

であります。 

 今後、北海道の周辺海域において、洋上風力事

業の公募手続が進展することなどを見据え、経済

団体や関係自治体とも連携し、地元企業のサプラ

イチェーンへの参入支援策を検討していく考えで

あります。 

 具体的には、先行して取り組んでいる地域の事

例も参考にしながら、風力発電産業における製造

や建設、運用、保守といった地元企業が参入可能

な業務分野に関する理解を深める機会を提供する

など、地元調達率を高めるような取組を進めて、

地元企業への経済効果にしっかりつなげてまいり

たい、このように考えております。 

 次に、３項目めの丘珠空港の機能強化について

お答えをいたします。 

 空港滑走路延伸の2030年供用開始という目標に

向けて、現状におきましては、国による調査検討
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が遅滞なく着実に進められ、早期の事業化につな

がるということが最も重要なことだと認識をして

おります。 

 このため、札幌市といたしましては、より密接

な国との協力体制を築き、北海道や航空会社等の

関係機関との連携や市民との情報共有などが円滑

に進められるよう、積極的に役割を果たしていく

考えであります。 

 また、滑走路延伸を想定した空港ターミナルビ

ルや駐車場の拡張等の機能強化につきましては、

将来の空港利用者の増加を見据え、国などの関係

機関と連携・協議し、今年度内にも方向性が示せ

るよう検討を進めてまいりたい、このように考え

ております。 

 次に、４項目めの雪まつりの在り方と自衛隊と

の協力関係についてお答えをいたします。 

 自衛隊が制作をいたします精緻な大雪像は多く

の観光客を魅了する雪まつりの象徴であり、今回

の申入れは非常に大きな影響がありますものの、

自衛隊の置かれた状況は理解できるところであり

ます。 

 今後は、雪まつりの魅力が維持されるよう、大

雪像制作の在り方や担い手などの検討に加えて新

たな魅力創出についても考えていく必要があり、

来場者の満足度向上に資する取組を関係者ととも

に協議していく考えであります。 

 また、自衛隊には、雪まつりをはじめとした各

種イベントや災害発生時など、様々な場面でご協

力をいただいており、今後も良好な関係の維持に

努めながら、安全・安心で魅力的なまちづくりを

進めてまいりたい、このように考えております。 

 次に、５項目めの観光振興についてお答えをい

たします。 

 １点目の新ＭＩＣＥ施設整備の検討状況につい

てでありますが、コロナ禍により影響を受けた社

会経済活動が回復したことから、改めて、ＭＩＣ

Ｅ市場の動向や会議主催者等のニーズに関する調

査を行いながら、新たな施設の規模や機能などの

検討を行ってきているところであります。 

 これに加えて、近年は、労務費や材料費、エネ

ルギーコストが上昇していることを受けて、現

在、建設費や維持管理費を含めた運営収支を計算

し直しているところであります。 

 札幌市のＭＩＣＥ誘致力を高める施設は、でき

るだけ早くの開業が望ましく、今後は、こうした

検証作業を早急に進めて、施設規模等の事業概要

やライフサイクルコストを含めた投資効果などに

ついて、本年秋頃をめどにお示ししたいと考えて

おります。 

 次に、２点目のＤＭＯの組織体制についてであ

ります。 

 ＤＭＯが戦略的な観光地経営を行うためには、

マーケティングなどの高度な専門性はもとより、

地域をまとめる統率力や調整力を持った人材を配

置しながら社会の動きに対応して迅速に意思決定

を行い、実行できる組織体制を構築するべきだと

認識しております。 

 こうした考えの下、ＤＭＯの担い手となる札幌

観光協会では、マネジメントやマーケティングの

専門人材の新規採用を進めており、これに合わせ

て、札幌市としても、協会とプロジェクトチーム

を設置し、組織の在り方について具体的な検討を

進めているところであります。 

 今後は、多くの観光事業者とのネットワークを

持つ札幌観光協会の強みを生かしながら、ＤＭＯ

としての機能を最大限に発揮できる組織づくりを

進めるとともに、来年４月のＤＭＯ設立に向け

て、まずは今年７月の国への登録申請を目指して

まいりたい、このように考えております。 

 次に、６項目めのパーソントリップ調査につい

てお答えをいたします。 

 パーソントリップ調査は、道央都市圏にお住ま

いの方の移動に着目して、その手段や目的などを

多面的かつ一体的に把握できる重要な調査であり

ます。 

 これまでの調査では、その結果を基に、将来的
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な移動需要を予測し、道路ネットワークや公共交

通体系を検討するなど、行政における様々な交通

施策の基礎資料としており、今回も同様に活用す

る考えであります。 

 加えて、今回の調査では、市民や事業者などの

様々な方が利用可能なデータとして提供すること

で官民協働による交通やまちづくりの検討にも役

立てていきたい、このように考えております。 

 次に、私の政治姿勢についての７項目め、株式

会社札幌ドームの今後の経営についてお答えをい

たします。 

 株式会社札幌ドームには、収益向上を目指した

さらなる営業力強化に向けて、新規顧客の開拓や

新たな事業企画、商品開発に取り組むことを期待

しており、新社長にはその先頭に立ってリーダー

シップを発揮していただきたいと考えておりま

す。 

 加えて、これまで進めてきた経営改善や活用促

進に向けた取組をより加速させていくためには、

札幌市が経営に関与し、経営体制の強化を図る必

要があることから、新たに局長職を派遣したとこ

ろであります。 

 また、現指定管理期間の終了後の経営の在り方

につきましては、ドーム周辺のスポーツ交流拠点

形成に向けた検討内容を踏まえた上で市としての

考え方を整理してまいりたい、このように考えて

おります。 

 次に、大きな２項目めの新たな都市づくりにつ

いてお答えをいたします。 

 まず、１点目、札幌北広島環状線の整備につい

てであります。 

 平成24年より整備を進めております北区屯田町

の花川通と東茨戸の創成川通を結ぶ屯田・茨戸通

の区間は、一部の舗装や区画線の整備を除き、今

年度でおおむね工事が終了する予定であり、令和

８年夏頃の供用開始を見込んでいるところであり

ます。 

 また、札幌市と江別市を結ぶ未整備区間のう

ち、江別市側につきましては令和６年度に施工主

体となります北海道が事業に着手したところであ

ります。 

 札幌市側につきましても、国庫補助事業とし

て、令和８年度の新規採択を強く要望していくと

ともに、今後も北海道と密に連携を図りながら早

期の事業化に向けて取り組んでまいりたい、この

ように考えております。 

 次に、２点目のこれからの公共交通の維持につ

いてお答えをいたします。 

 公共交通ネットワークを確保するため、バス路

線維持に関する補助金の拡充、バス運転手の確保

に向けた支援及びバス路線廃止に対する代替交通

の導入など、総合的に取組を進めているところで

あります。 

 これらの取組のうち、代替交通につきまして

は、今年度から運用開始をしたところであります

が、今後、運用内容を定期的に検証し、地域の実

情に即して、適宜、必要な見直しを行う考えであ

ります。 

 また、自動運転につきまして、定山渓の取組結

果を踏まえた調査研究を行うほか、長期的な視点

では、交通事業者と協働の在り方について協議を

重ね、持続可能な公共交通ネットワークの構築を

図ってまいりたい、このように考えております。 

 次に、大きな９項目めの札幌市役所本庁舎の整

備についてお答えをいたします。 

 今回、有識者から庁舎の機能などの定性的評

価、ライフサイクルコストなどの定量的評価の両

評価におきまして、建て替えを前提に進めること

に優位性があるとのご意見をいただくとともに、

今後の検討に当たっての方向性や留意すべき点に

ついて提言いただいたところであります。 

 ご指摘のとおり、市役所の本庁舎には、耐震性

などの堅牢性に併せて、有事の際の中枢として設

備などの機能面の充実も市民の安全・安心のため

に重要であると認識をしております。 

 また、本庁舎整備の検討を進めることで、ＮＨ
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Ｋ跡地など、都心の遊休地の利活用の動きが見え

てくるとともに、周辺地区における民間投資を誘

引していくということにもなると考えます。 

 本庁舎整備を含む都心のまちづくりには課題が

多岐にわたりますことから、今年度から新たに所

管いたします担当局長を設置し、実務面での総合

調整を行うなど、取組の加速化と着実な進行管理

を行うための体制を整えたところであります。 

 まずは、建て替えを有力とした意見書の内容を

踏まえ、高騰する建設事業費の動向にも注視をし

ながら、本庁舎の整備に向けたスケジュールを見

通し、早期に検討を進めてまいりたい、このよう

に考えております。 

 私からは、以上です。 

○議長（長内直也） 天野副市長。 

○副市長（天野周治） 私からは、大きな７項目

め、地域の生活に即したまちづくりの検討につい

ての１点目、舗装損傷の課題に対する札幌市の対

応について、それから、大きな８項目め、災害時

のエネルギー分散を考慮した市有施設の在り方に

ついての２項目についてお答えをいたします。 

 まずは、大きな７項目め、地域の生活に即した

まちづくりの検討についての１点目、舗装損傷の

課題に対する札幌市の対応についてお答えいたし

ます。 

 積雪寒冷地特有の舗装損傷につきましては、地

球温暖化に伴う冬季の降雨、融雪の増加などによ

り、これまで以上に厳しい状況になることが予想

されます。このため、昨年度、道内の他の自治体

と連携し、財政支援の充実強化などについて国に

対する要望を重ねてきたところでございます。 

 その結果、今年度から緊急自然災害防止対策事

業債の対象範囲が拡充され、より幅広く、積雪寒

冷地特有の舗装損傷に対する対策が実施できるよ

うになったところでございます。 

 今後は、降雪期前にひび割れの補修を行うこと

でポットホールの発生を抑制するなど、予防保全

的な舗装補修を検討してまいります。 

 次に、大きな８項目め、災害時のエネルギー分

散を考慮した市有施設の在り方についてお答えを

いたします。 

 災害時におけるエネルギー源の確保は極めて重

要であり、供給が途絶えるリスクの緩和に向け、

エネルギー源の分散化は重要な視点であると考え

ております。 

 ＬＰガスは、持ち運びができ、施設ごとの修理

が可能なことから、災害時に復旧が迅速にできる

エネルギーであると認識をしております。 

 したがいまして、ＬＰガスなどを含めた様々な

エネルギー源について、コストのみならず、エネ

ルギーの分散化の観点も含め、施設ごとに検討し

てまいりたいと考えております。 

 私からは、以上でございます。 

○議長（長内直也） 山本副市長。 

○副市長（山本健晴） 私からは、ご質問のう

ち、大きな４項目めの夜間における初期救急医療

体制について、大きな５項目めの子育て環境の整

備について、そして、大きな７項目めの地域の生

活に即したまちづくりの検討についてのうち、２

項目めの町内会の負担軽減について、そして、３

点目の地域のボランティア活動に対する支援につ

いてお答えを申し上げます。 

 まず、大きな４項目め、夜間における初期救急

医療体制についてであります。 

 初期救急医療機関は、軽症の救急患者に対し、

医療を行うことに加え、重症患者をより高度な救

急医療機関へとつなぐなど、救急医療体制の維持

に当たり、重要な役割を担っていると認識してお

ります。 

 このうち、札幌市夜間急病センターは、夜間の

初期救急医療における中心的な施設として運営を

しておりますが、受診者数の減少や働き方改革に

対応した医師の確保など、課題が生じているとこ

ろであります。 

 このため、昨年９月に、医療関係者や学識経験

者、公募市民で構成する札幌市医療体制審議会を
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立ち上げまして、夜間急病センターの運営見直し

案について諮問し、答申に向けて今年の夏頃まで

をめどに検討いただいているところであります。 

 今後は、答申を踏まえて運営の見直しを行い、

社会情勢の変化に即した夜間における救急医療体

制を維持することで市民が安心して暮らすことが

できる社会の実現に向け、引き続き取り組んでま

いります。 

 次に、大きな５項目め、子育て環境の整備につ

いての１点目、今後の保育の需給バランスについ

てであります。 

 保育所等は仕事と育児の両立に不可欠な社会イ

ンフラの一つであり、将来的な保育の供給量は、

出生の動向のみならず、共働き世帯の増加等によ

るニーズの変化を慎重に見極めていく必要がある

と認識しています。 

 令和７年３月に策定した保育の需給計画におい

ては、今後５年間のニーズを踏まえ、これまでの

量の拡大から質の向上へと供給確保策の重点をシ

フトしたところであります。 

 今後においても、保育ニーズを慎重に見極めな

がら、その動向に応じた適切な受皿確保を計画的

に進めることにより、安心して子どもを産み育て

られる環境づくりに努めてまいります。 

 次に、２点目の障がい児保育についてでありま

す。 

 保育園には、障がい児認定は受けていないもの

の、言葉で気持ちをうまく伝えられない、刺激に

敏感で落ち着きにくい、気持ちの切替えが難しい

など、集団生活で困り感を抱えやすい子どもがい

ます。 

 将来の学びや生活の基盤づくりには自己肯定感

や社会性を育むことが重要であり、一人一人に寄

り添いながら集団の中で発達や特性に応じた関わ

りを早い段階から積み重ねることが必要と認識を

しています。 

 そこで、保育園において、よりきめ細やかに関

わっていけるよう、特別な配慮が必要な子どもの

実態を詳細に把握の上、さらなる支援の在り方を

検討し、健やかな成長を後押ししてまいります。 

 次に、３点目の市北部への児童相談所の整備に

ついてであります。 

 児童虐待相談対応件数が増加する中、子どもの

命を守るためには、組織としてのより迅速な判

断、意思決定及び対応を図るとともに、関係機関

等との連携を一層緊密にすることが不可欠と認識

しています。 

 そこで、今年度新設した北区と東区を所管する

北部担当部長について、第三者の評価も取り入れ

ながら配置効果を検証し、エリアマネジメントの

さらなる推進を目指した組織体制の検討を行うこ

ととしております。 

 加えて、関係機関等との協働や緊急時における

機動力など、東部児童相談所の開設効果も検証

し、引き続き検討を進めてまいります。 

 次に、大きな７項目め、地域の生活に即したま

ちづくりの検討についての２点目、町内会の負担

軽減についてであります。 

 令和５年度に実施した町内会等へのアンケート

では、各種委員に関する行政からの依頼につい

て、必要との意見が約８割あった一方で負担に感

じているという割合も同程度あったことから、負

担軽減に取り組んでいく必要があると認識をして

います。 

 このため、昨年度は、庁内の関係部局で構成す

る町内会支援推進本部会議の検討テーマの一つに

掲げ、ワーキンググループを設置し、八つの委員

について、推薦事務の簡素化や業務内容の見直し

を行ったところであります。 

 今後は、検証対象とする委員を拡大するととも

に、地域に依頼を行っております市以外の機関に

も働きかけ、各種委員の業務内容や類似性等を調

査し、地域の声を聞きながら、負担軽減の効果を

感じていただけるよう、幅広く改善に取り組んで

まいります。 

 次に、３点目の地域のボランティア活動に対す
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る支援についてであります。 

 札幌市として、青少年育成委員会が地域で行う

行事を支援することは、青少年の健全な育成の推

進につながるものであり、重要なことであると認

識しています。 

 これまでも、青少年の健全育成に関して理解を

深められるよう、委員の任務や活動内容に加え、

ＳＮＳの危険性など、急速に変化する青少年を取

り巻く状況についても研修等を実施したところで

あります。 

 今後は、これまでの取組のほか、日頃の活動や

イベント開催に当たり、事前の備えや事故が起

こったときの対応手順などを整理し、青少年育成

委員会がより安心して活動できるよう支援してま

いります。 

 また、地域のボランティア活動全般に関しまし

ても、このたびの事案を踏まえ、不測の事態に備

えることの重要性について、それぞれの事業部局

を通じて関係団体とも共有してまいります。 

 私からは、以上です。 

○議長（長内直也） 加藤副市長。 

○副市長（加藤 修） 私からは、大項目の３点

目、今後の公民・広域連携特区制度の推進につい

てお答えをいたします。 

 地域課題が複雑化、高度化する中、行政だけで

まちづくりを進めることには限界がございます。

このことから、官民連携窓口の開設や国家戦略特

区の指定など、多様な主体との協働を推進するた

めの仕組みを整備してきたところでございます。 

 また、さらなる人口減少など、地域を取り巻く

これからの変化に対しましては、これまでの取組

に加えまして、産学官それぞれがより主体的、戦

略的に地域課題に取り組み、新たな価値を創造し

ていく必要がございます。 

 このため、今後は、民間事業者や大学などとの

積極的な対話を重ねることによりまして、多様な

主体の知見やアイデア、ノウハウを最大限に生か

し、これらを結集させる場づくりを進めることで

躍動感あるまちづくりに挑戦してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（長内直也） 山根教育長。 

○教育長（山根直樹） 私からは、６項目めの教

育環境等の推進・充実についてお答えいたしま

す。 

 まず、１点目の学校現場における情報セキュリ

ティー対策についてであります。 

 国におきましては、教育の高度化の実現のた

め、児童生徒の個人情報の適正な取扱いを担保し

ながら、教育データの利活用を進めるなど、安全

性と利便性の両立を求めているところでありま

す。 

 一方で、データの利活用を一層進めるに当た

り、ランサムウェアをはじめとした不正プログラ

ムなどの脅威が複雑化、巧妙化してきていること

が喫緊の課題であります。 

 このため、国の最新のセキュリティーガイドラ

インにのっとり、札幌市教育情報セキュリティポ

リシーを本年３月に改定し、利用者認証や監視体

制の強化に加え、データ及び通信経路の暗号化な

どの対策を令和７年度中に実施いたします。 

 これらの取組を通じ、サイバー攻撃等の不正ア

クセスによる情報漏えいを防止するなど、学校に

おける情報セキュリティー対策をより強固にして

まいります。 

 次に、２点目の市立札幌開成中等教育学校の国

際バカロレア教育を踏まえた今後の高校改革につ

いてであります。 

 国際バカロレアは、将来の札幌や日本を支え、

国際社会で活躍できる自立した札幌人の育成を目

指す開成中等教育学校の理念を実現するための教

育プログラムとして導入したところであります。 

 開成中等教育学校では、調査、討論、実習と

いった一連の活動を通じて、生徒の探究意欲や創

造的に考える力を高めるなど、生涯にわたって学

び続ける力を育成する教育を積み重ねてきたとこ

ろであります。 
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 卒業生からは、これからも学び続けたい、挑戦

することが楽しいなどの声が上がっており、こう

した成果を生かしながら、全ての市立高校におい

て課題探究的な学習を深めていけるよう、新たに

策定する高校教育改革方針を検討してまいりま

す。 

 私からは、以上でございます。 

 （山田一郎議員「議長」と呼び、発言の許可を

求む） 

○議長（長内直也） 山田一郎議員。 

○山田一郎議員 いろいろとご答弁、ありがとう

ございました。 

 また、山本副市長と加藤副市長は初めての答弁

ということですね。ありがとうございます。 

 私から、丘珠空港と公民連携について指摘し

て、新幹線の取組について再質問いたします。 

 まず、丘珠空港の滑走路延伸に関して、今、市

長から、今年度内に方向を示すというような答弁

もございましたが、2030年の供用開始を目指すと

いうことでありますので、もう時間的余裕はほと

んどない、残されていない状況だと考えます。 

 さきの質問でもありましたが、今後、環境アセ

スメントですとかパブリックインボルブメントと

いう相当の時間を要する手続が控えていることを

踏まえれば、基本計画の策定は可能な限り前倒し

して、滑走路延伸の実現に向けた工程を着実に進

めるための対応を早急にする必要がある旨を指摘

させていただきます。 

 そして、公民広域連携の推進について、今、加

藤副市長から場づくりというような答弁がござい

ました。 

 私は、これは福岡のＦＤＣのような官民連携組

織を構築していくことを示唆していると受け止め

ております。こうした組織連携がしっかりと機能

すれば、関係者間で意思決定も迅速に行えるよう

になり、より実効性の高いまちづくりの推進につ

ながるものと考えますので、ぜひ具体化を進めて

いただきたいことを申し伝えます。 

 それでは、新幹線の今後の取組について再質問

いたします。 

 今、答弁では、開業の遅れに伴い、新たな地方

負担が生じないよう、財源の確保等を国に求めて

いくという答弁でございました。 

 しかしながら、将来的に国が沿線自治体にも一

定の財政的負担を求めてくる可能性が完全に否定

できない以上、札幌市としても財政的影響を見据

えた上で明確な姿勢を示しておくことが必要だと

感じます。 

 また、開業の遅れが本市のまちづくりや民間投

資、経済波及効果の創出などに与える影響は非常

に大きく、これを補うための方策を、単に国に委

ねるだけでなく、札幌市としても整理、提示して

いく必要があるのではないかと考えます。 

 そこで、伺いますが、札幌市としても、札幌独

自の視点から、例えば、地下鉄の延伸であった

り、バスターミナルの建設を早めるであったり、

また、丘珠空港における集客交流拠点のさらなる

推進など、支援パッケージでの対策案を取りまと

めて、国に対して明確な要望として提出していく

ことが必要と考えますが、市長の考えを伺いま

す。 

○議長（長内直也） 答弁を求めます。 

 秋元市長。 

○市長（秋元克広） 北海道新幹線に関してお答

えをいたしますが、建設費、事業費については全

体の事業費が示されていない、今後、それについ

ても早期に見通しを立てていただいて、一定程度

の地方負担というルールになっておりますので、

それらがどのぐらいになるのかを示していただく

とともに、遅れに伴って負担が増えるということ

になりますと、やはり、地方としては納得できな

い状況になりますので、国での新たな財源をどう

していくのかについても検討していただきたいと

いうことを申し入れているところでありますし、

今後とも申し入れていきたいというふうに思って

おります。 
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 その上で、様々な、新幹線の開業の遅れに伴い

まして、当初想定をしている人の流れというもの

の実現が遅れてくる、それから、そういう意味で

の経済効果、それから、民間の投資意欲というよ

うなことに対するブレーキということになります

ので、お話の札幌市のいろいろな交通体制といい

ますか、人の流れをつくっていくことなどについ

ても、例えば、新幹線の遅れに伴って、それを代

替するような事柄について市としてもしっかりま

とめて国に要請していく、そういった考え方を全

体像として整理していきたいというふうに思って

おります。 

 その上で、独自要望も行ってまいりますので、

国に対して、北海道あるいは関係自治体とも一緒

に取り組んでいきますが、札幌市としても積極的

に要請をしていきたい、このように考えておりま

す。 

○議長（長内直也） ここで、およそ30分間休憩

します。 

 ―――――――――――――――――――― 

      休 憩 午後２時40分 

      再 開 午後３時10分 

 ―――――――――――――――――――― 

○副議長（村上ゆうこ） これより、会議を再開

します。 

 代表質問を続行します。 

 篠原すみれ議員。 

 （篠原すみれ議員登壇・拍手） 

○篠原すみれ議員 私は、民主市民連合を代表し

て、秋元克広市長が今定例会に上程された諸議案

並びに諸課題に、順次、質問いたします。 

 初めに、ＧＸ金融・資産運用特区の取組につい

て伺います。 

 昨年６月に北海道、札幌市がＧＸ金融・資産運

用特区の対象地域として決定されてから約１年を

迎えます。 

 道内では、洋上風力発電の有望区域に指定され

ている５区域のうち、再エネ海域利用法に基づく

法定協議会において、昨年７月に松前沖、今年３

月には檜山沖が促進区域の指定手続を進めること

で合意がなされました。 

 また、今年４月には、次世代半導体の製造拠点

であるラピダスのパイロットラインの稼働やソフ

トバンク社のデータセンターの起工式が行われる

など、ＧＸ産業集積の動きが加速しています。 

 本市においても、特区に指定されたことを受け

て、今後の需要を見込んだ野村不動産ホールディ

ングスの関連会社が拠点を設けたり、北海道大学

がＧＸ先導研究センターを設立するなど、ＧＸ推

進の機運が高まってきています。 

 このような動きを追い風として、北海道の再生

可能エネルギーのポテンシャルを最大限に生か

し、ＧＸ産業の集積と金融機能の強化、集積を両

輪で進め、アジア・世界の金融センターの実現を

目指して着実に取組を推進していく必要がありま

す。 

 我が会派は、これまで、本市において金融機能

の強化、集積の取組を進めることが今後のまちの

発展には欠かせないとの認識の下、代表質問や委

員会質疑などを通じてＧＸ推進に向けた税制優遇

制度や資産運用業の誘致などについて議論を重ね

てまいりました。 

 金融機能の強化、集積など、ＧＸに関連する取

組は、短期的に成果が見えるものではありませ

ん。しかし、長期的な視点に立てば、札幌、北海

道の将来展望を描く上で必要な施策であり、一つ

一つの取組を形にしていきながらビジネス環境を

整備していくことが求められます。 

 今後も、ＧＸ金融・資産運用特区と規制緩和を

推し進めることができる国家戦略特区を活用しな

がら積極的なプロモーションや企業誘致に取り組

んでいくことが重要と考えます。 

 そこで、質問ですが、ＧＸ金融・資産運用特区

の決定から間もなく１年が経過しますが、これま

での成果と今後の取組について伺います。 

 次に、札幌市水素エネルギー基本方針を踏まえ
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た取組について伺います。 

 札幌市は、2018年に札幌市水素利活用方針を策

定し、現在はＧＸにつながる取組の一つとして水

素エネルギーの利活用を位置づけ、水素ステー

ションの整備や燃料電池自動車の導入支援を進め

てきました。 

 現状は、水素の製造に係るコストが依然として

高く、また、燃料電池自動車の普及も当初の想定

ほど進んでいないこともあり、水素社会の実現に

はまだ時間がかかると感じています。 

 昨今の世界情勢に目を向けると、日本企業が海

外を拠点に計画していた大規模な水素製造プロ

ジェクトの撤退が相次いで表明されたほか、国内

に目を向けても水素ステーションが閉鎖される

ケースが見られるなど、水素の普及の難しさを実

感する報道が散見されます。 

 また、今年１月には、アメリカのトランプ大統

領が気候変動対策の国際的な枠組みであるパリ協

定からの離脱を決めるなど、脱炭素の取組を後退

させる政策転換が進んでおり、世界的な脱炭素の

動きにブレーキがかからないか、懸念されていま

す。 

 脱炭素社会の実現に向けては水素も大きな役割

を果たすものであり、国は、2023年に水素基本戦

略を改定し、水素価格を2030年、2050年と段階的

に引き下げる目標を掲げました。 

 しかし、目標に反して、足元では水素価格は上

昇が続いており、事業者などからも、将来的に水

素価格が下がる道筋が見えず、国の支援が十分な

のか、懸念の声が上がっています。 

 本市は、今年３月に、水素を活用したまちづく

りをより一層進めることを目的に、札幌市水素利

活用方針を札幌市水素エネルギー基本方針と表題

を改め、現在の情勢に即した内容へと改定しまし

た。今後は、新たな方針に基づき、ゼロカーボン

シティーの実現に向け、水素を市民の身近なエネ

ルギーとして普及させるための取組を進めていく

こととなります。 

 今年のさっぽろ雪まつりでは、水素ストーブを

無料休憩所で実際に使用するなど、市民や観光客

の目に触れる形で理解促進に取り組まれました。

また、４月には、大通東５丁目、６丁目の市有地

において水素エネルギーを利用する集客交流施設

を整備することが発表され、今後、一層、水素の

普及や市民への浸透が図られることが期待されま

す。 

 我が会派としては、水素に対する厳しい現状は

あるものの、本市が脱炭素化を目指すためには、

水素の優位性に対する市民理解や企業への支援な

どを進めながら、より多くの再生可能エネルギー

の活用や水素の普及を進めていくことが大変重要

であると考えています。 

 そこで、質問ですが、現在の厳しい状況におい

て、札幌市水素エネルギー基本方針を踏まえ、水

素の普及に今後どのように取り組んでいくのか、

伺います。 

 次に、札幌市役所本庁舎の整備について伺いま

す。 

 昨今、札幌市役所本庁舎の整備に関する話題が

テレビや新聞などで頻繁に取り上げられていま

す。建設費の高騰や老朽化に伴う水漏れなどの問

題が報道される中、市民の関心も高まりを見せて

いると感じます。 

 本庁舎は、1971年に竣工し、既に50年以上が経

過しています。建物の老朽化に加え、耐震性や耐

久性の不足といった防災上の課題、さらに、バリ

アフリー対応やユニバーサルデザイン、環境対策

の遅れなど、多くの問題を抱えています。 

 また、機能性や利便性の面でも懸念がありま

す。業務の多様化、複雑化により、組織再編に庁

舎の機能が追いつかず、職員が周辺の民間ビルに

分散している状況です。その結果、行政機能の非

効率化が進み、市民サービスに支障を及ぼしかね

ません。 

 加えて、外部庁舎に支払われている年間約５億

8,000万円の賃料も市の財政を圧迫しています。 
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 こうした状況を踏まえ、2024年度に開催された

札幌市役所本庁舎あり方検討会では、改修よりも

建て替えがより望ましいとの結論が示されまし

た。今後は、市内部での検討を経て具体的な整備

方針が決定される予定です。 

 私は、昨年、2023年に新庁舎が竣工した川崎市

を視察いたしました。川崎市では、急速に変化す

る社会や行政課題に柔軟かつ迅速に対応するた

め、行政改革マネジメント推進室を設置し、新庁

舎整備と併せて従来の働き方や業務運営の見直し

を進めたとのことです。これは、将来にわたって

質の高い市民サービスを安定的に提供することを

目的とした取組であり、私自身、大いに共感いた

しました。 

 本庁舎の整備に当たっては、単なる業務スペー

スの拡張や職場環境の改善にとどまらず、今後の

社会情勢の変化や、ＩＣＴ、情報通信技術の進展

に柔軟に対応できる職員の働き方を視野に入れた

整備が求められます。本市における業務の効率化

や今後さらに進展するデジタル化の流れを見極め

た上で本庁舎が将来果たすべき役割と機能を再定

義し、それに見合った整備を進める必要がありま

す。重要なのは、変化する職員の働き方と庁舎機

能の在り方を一体的に捉え、同時並行で検討を進

めることだと考えます。 

 そこで、質問ですが、本庁舎の整備に当たり、

将来を見据えた上で本庁舎機能の在り方を検討す

べきと考えますが、市の認識を伺います。 

 次に、道路の陥没対策について伺います。 

 今年２月に清田区で発生した道路の陥没事故で

は、幸いにも車両の巻き込まれや負傷者はいませ

んでしたが、原因はいまだ特定されず、我が会派

にも市民から再発や道路の安全性を懸念する声が

寄せられています。こうした市民の不安を払拭す

るためにも、札幌市には原因究明に向けた調査に

しっかりと取り組まれることを求めるところで

す。 

 近年、全国各地で地下インフラに起因する道路

陥没事故が相次いで発生しており、市民生活の安

全確保と都市機能の安定的な維持が喫緊の課題と

なっています。 

 特に、埼玉県八潮市で発生した大規模道路陥没

事故は、埋設された構造物の適切な管理の重要性

を改めて浮き彫りにしました。 

 この事故を受け、国は、地方公共団体に対し、

下水道管路の全国特別重点調査を要請し、内径２

メートル以上かつ30年以上経過している管路の調

査を求めています。 

 本市においても、対象となる184キロメートル

の管路調査が必要とされ、その予算案が先ほど可

決されたところです。 

 また、下水道管に限らず、水道管による事故も

頻発しており、埼玉県所沢市や千葉県大網白里

市、京都市などでは水道管からの大量漏水による

道路陥没事故も発生しています。 

 札幌市内の道路の地下には、本市が管理する上

下水道管のほか、民間事業者が管理するガス管や

通信・電力ケーブルなど、多種多様なライフライ

ンが埋設されており、市民生活にとって重要なイ

ンフラが集中しています。 

 本市は、道路の陥没対策として、道路管理者に

よる路面下空洞調査を1998年から継続的に実施し

ており、陥没のリスクが高い空洞の早期発見と速

やかな復旧に努めてきました。また、各地下占用

事業者においても、定期点検や計画的な修繕の実

施により、適切に施設を管理していると承知して

おります。 

 しかし、様々な原因により陥没が発生している

状況に加え、老朽化したインフラの割合が今後著

しく増加していることを踏まえると、道路管理者

や各地下占用事業者が個別に対策を講じるだけで

は事故リスクの増加に対応できなくなることが懸

念されます。 

 このような背景の下、国は、全国の各道路事務

所に地下占用物連絡会議を設置する方針を打ち出

し、今年４月24日には第１回北海道地下占用物連
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絡会議が開催されました。この会議は、道路管理

者と地下占用事業者が一堂に会し、点検計画をは

じめ、道路陥没を未然に防ぐための取組に関する

情報を密に共有することを目的としています。 

 北海道開発局では、今後、さらに各地区で道路

管理者と地下占用事業者間の情報共有を進め、陥

没リスクの高い箇所の抽出と対応策を検討し、各

事業者が行う調査点検計画の見直しにつなげてい

くとのことです。 

 膨大な地下インフラが埋設されている本市とし

て、国の動向も踏まえ、道路陥没対策を一層強化

し、市民の安全と都市機能の維持を確実にするた

めの取組を加速させる必要があると考えます。 

 そこで、質問ですが、札幌市の道路陥没対策に

ついて、今後どのように取り組んでいくのか、伺

います。 

 次に、札幌市雪対策審議会の進め方について伺

います。 

 冬季の市民生活や経済活動を支える重要な札幌

市の雪対策について、近年、人口減少や社会環境

の変化、除雪従事者の高齢化や不足といった課題

に直面しています。このような状況下で、将来に

わたり市民が安心して冬を過ごせるよう、持続可

能な雪対策の在り方を検討することは大変重要で

す。 

 現在、設置の準備が進められている札幌市雪対

策審議会は、除排雪方法の検討にとどまらず、人

口減少による本市の財政状況や将来的な担い手不

足なども踏まえた除排雪手法の見直し、さらに

は、快適な冬の生活を送るための市民・事業者・

行政の役割といった市民生活に深く関わる検討を

行っていくと伺っています。 

 また、昨年度に実施された持続可能な生活道路

除排雪の在り方検討会の検討内容が審議会へ引き

継がれるため、町内会加入率の低下などにより地

域の負担感や不公平感が高まっているパートナー

シップ排雪制度の在り方や将来的な生活道路の除

排雪方法についても検討を行う予定とされてお

り、地域の期待は高いと推察いたします。 

 しかしながら、広報さっぽろ５月号でも紹介さ

れている審議会の内容からは、雪対策が抱える課

題や審議会を設置することは理解できるものの、

検討の進め方については明示されていません。こ

のため、市民の中には審議会での議論が市民不在

で進められるのではないかとの不安を感じる方も

少なくないと考えられます。 

 特に、パートナーシップ排雪制度については既

に廃止することが決まっているかのような誤った

情報が広まっており、地域からも不安の声が寄せ

られていることから、情報を正確かつ丁寧に伝え

ることが重要です。 

 審議会においてどのような内容をどういったス

ケジュールで審議していくのか、その具体的な検

討プロセスを市民に伝えていくことが必要であ

り、特に市民の関心が高い生活道路の除排雪につ

いては進捗状況を分かりやすく示すべきと考えま

す。 

 また、審議に当たっては市民意見の取り入れが

不可欠です。どのようなタイミングでどのように

市民の意見に耳を傾けていくのか、市民意見の取

り入れ方についても、市民が分かりやすく理解で

きる形で説明する必要があります。市民に雪対策

への理解を深めてもらうためにも雪対策の議論に

市民の参加を促していくことが重要です。 

 そこで、質問ですが、札幌市雪対策審議会につ

いて、今後どのように進めていく考えか、伺いま

す。 

 次に、子ども、若者への支援について伺いま

す。 

 近年、少子高齢化、核家族化、デジタル化、価

値観の多様化など、社会構造の変化により、子ど

もを取り巻く環境も大きく変化しています。その

影響により、不登校・自殺件数が増加し、虐待や

ひとり親世帯の貧困率も依然として高い状況が続

いています。 

 コロナ禍の2021年頃からは、生きづらさを抱
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え、居場所を求める全国の子ども、若者が集まる

たまり場として、大阪有数の繁華街である道頓堀

のグリコ看板下付近、通称グリ下や、東京新宿歌

舞伎町の新宿東宝ビル周辺、通称トー横、九州有

数の繁華街、福岡市の警固公園などがメディアで

取り上げられてきました。 

 これらの場所では、飲酒、喫煙、家出、医薬品

などの過剰摂取、いわゆるオーバードーズ、リス

トカットなどの自傷行為を行う者がいたり、特殊

詐欺、債務、違法薬物や性犯罪など、事件やトラ

ブルに巻き込まれるケースもあるなど、社会問題

となっています。 

 こうした事象は、子ども、若者の問題行動とし

てただ排除するのではなく、彼らの置かれている

環境や抱える事情などに寄り添うことが必要であ

り、社会全体の問題として捉え、包括的に子ど

も、若者を支える取組が不可欠と考えます。 

 2010年から大阪市内で孤立する若者支援を行っ

ている認定ＮＰＯ法人Ｄ×Ｐは、家庭や学校に居

場所がなく、グリ下に集まる子ども、若者が安全

に過ごすことができるユースセンターを開設し、

食事の提供や、ゆっくりと過ごすことができる空

間をつくりました。 

 また、ＬＩＮＥによる進路や生活相談事業を運

営し、特に経済的に厳しい若者には食料支援や現

金給付などの取組を継続しながら、相談者がほか

にも頼れる先を増やすなど、新たなセーフティ

ネットを構築しています。 

 このことから、大阪市は、2024年８月、グリ下

を含む大阪ミナミの繁華街に集まる若者への最適

な支援について連携協力するため、Ｄ×Ｐと連携

協定を締結しました。 

 現在は、月に１回程度のペースでグリ下会議が

開催され、グリ下の課題に対する府と市の連携、

そして、官民連携による対応を検討しているとの

ことです。 

 子ども、若者が抱える課題は、特定の地域の問

題ではなく、全国的な課題であることから、こう

いった取組が子ども、若者への支援につながるこ

とを期待します。 

 本市においても、夜間の繁華街や地下鉄大通駅

コンコースの広場、大通公園などに集まる子ど

も、若者の姿が見られます。 

 そのため、札幌市では、2023年度より、若者支

援施設の職員による夜間のアウトリーチ活動を

行ってきました。最近では、民間団体において

も、月に数回、大通付近の夜回りを行い、集まっ

ている子ども、若者への積極的な声かけを実施し

ています。その団体の活動から、虐待や貧困、不

登校など、様々な課題を抱えていながらも支援が

行き届きにくい状況であることが分かっていま

す。 

 本市としては、これまでも、若者支援施設を中

心に、総合相談や自立支援プログラム、ヤングケ

アラー相談サポート事業、困難を抱える若年女性

支援事業ＬⅰＮＫなど、様々な子ども・若者支援

を行ってきたことは承知していますが、いま一

度、現在の子ども、若者を取り巻く状況を把握

し、今後どのような支援や取組が必要なのか、検

討する必要があると考えます。 

 そこで、質問ですが、子ども、若者を取り巻く

札幌市の現状認識と今後の取組の方向性について

伺います。 

 次に、藻岩高校と啓北商業高校の発展的再編に

ついて伺います。 

 札幌市教育委員会では、市立高校教育改革に関

する施策を体系的に推進していくことを目的とし

て、2017年３月に札幌市立高校教育改革方針を策

定しました。 

 この方針は、策定から10年間を見据えた基本理

念を示す札幌市立高校教育改革ビジョンと、前

期、後期で取り組む教育施策を示す札幌市立高校

教育改革実行プランで構成されています。この方

針に基づき、札幌市立高校では、社会の変化に柔

軟に対応し、生徒それぞれの個性や能力を伸ばし

て多様な選択が可能となるよう取り組んできまし
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た。 

 具体的には、単位制の導入や複数担任制、生徒

一人一人へのきめ細かな教育相談体制の確立な

ど、各校の特色ある活動を行ってきたほか、国際

理解教育や進路探究学習の充実など、札幌市立高

校全校が共通して取り組む市高スタンダードを推

進してきました。 

 我が会派としても、これまで積み重ねてきた札

幌市立高校の取組を高く評価しています。 

 このような中、札幌市教育委員会は、前期実行

プランにおける基本施策の一つである特色ある学

びを支える環境の充実の一環として、2027年度

に、藻岩高校と啓北商業高校の２校を発展的に再

編し、新たな札幌市立高校を設置する方針を示し

ました。 

 この方針が示されてから約３年がたちました

が、この間、文部科学省では、2025年度、高等学

校等就学支援金の所得制限の一部を事実上撤廃

し、さらに、現在は、2026年度からの所得制限の

撤廃や私立高校等の加算額の引上げも含めた、い

わゆる高校授業料の無償化が別途検討されていま

す。 

 札幌市民からも高い関心が寄せられていると認

識しています。市立、私立を問わず、本市におけ

る高校教育の選択肢が増え、将来の大学進学や職

業選択などの可能性が広がるような施策を講じる

べきと考えます。 

 これからも札幌市立高校が選ばれ続ける存在で

あるために、学校施設設備や教育環境の整備、人

的配置なども含めて、これまでの実践が持続可能

なものとなるよう、教育委員会として札幌市立高

校をしっかりと支えていくことが求められます。 

 2027年度には、藻岩高校と啓北商業高校の２校

が発展的に再編され、新設校として開校されるこ

とになります。これまで積み重ねてきた札幌市立

高校の取組が十分に生きるよう、また、社会状況

を踏まえた魅力ある学校となるよう、教育委員会

としても全力を挙げて取り組むべきと考えます。 

 そこで、質問ですが、高校授業料無償化などの

社会状況を踏まえ、2027年度の藻岩高校、啓北商

業高校の発展的再編に向けてどのような学校像を

目指しているのか、伺います。 

 次に、区の保健福祉部における相談支援体制の

充実強化について伺います。 

 第２次札幌市まちづくり戦略ビジョンにおける

札幌市の将来推計人口では、2050年に65歳以上の

高齢者人口が2025年よりも10万人増加し、総人口

の約４割を占めると予測されています。 

 また、障がいのある方にとって、2015年から10

年間で約１万5,400人、12.5％増加するなど、福

祉サービスの利用者も年々増加傾向にあります。 

 加えて、人口減少が進み、世帯が少人数化する

ことで、家族だけでは課題を解決することが難し

い世帯や、他者との関わりを望まず孤立し、周り

が気づいたときには問題が大きくなる事案も増え

てきており、これらの世帯に対する相談支援を行

う区の保健福祉部における体制の強化は喫緊の課

題です。 

 我が会派は、これまで、区役所の複数の課にま

たがるような複雑で困難な課題を有している世帯

への支援の在り方や組織横断的に対応する支援調

整課の設置について繰り返し質疑を行ってきまし

た。その結果、今年度から札幌市内の全ての区に

支援調整課が設置されることとなりました。これ

により、各区において、保健福祉部内のマネジメ

ント機能が強化されるとともに、関係各課をバッ

クアップする機能が付け加えられたことで、これ

まで単独の方だけでは十分な支援が難しかった世

帯についても適切な支援を提供することが可能と

なります。全区への展開を機に、今後は各区が支

援事例を積み重ねることで相談支援に当たる職員

のスキルアップや組織としての対応力の向上につ

ながることも期待しているところです。 

 一方で、各区の介護障がい担当課では、現在、

高齢や障がいの種別ごとに相談支援を行っていま

すが、担当する職員は、サービス申請の審査、決
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定など、事務的な業務に多くの時間が割かれてお

り、本来注力すべき相談支援業務に十分な時間を

確保できていない状況にあります。 

 また、支援が必要な世帯を早期に発見し、予防

的に関わることが重要ですが、その役割を担って

いる保健師も日々対応が困難な世帯への支援に追

われていると聞いており、地域において予防的な

活動に十分取り組むことが難しい状況にあるので

はないかと危惧しているところです。 

 少子高齢化、人口減少が進行している本市にお

いて最も重要な取組は、子どもから高齢者まで、

全ての市民が心身の健康を維持し、生き生きと暮

らすことができる環境づくりです。そのために

も、今後も増加する複雑、困難な世帯を早期に把

握し、組織横断的に必要な支援を的確に提供する

ことが重要であり、その中心的な役割を担う区の

保健福祉部にはさらなる相談支援の充実強化を図

ることが求められていると考えます。 

 そこで、質問ですが、区保健福祉部における相

談支援体制の充実強化に今後どのように取り組ん

でいくのか、伺います。 

 次に、障がいのある方の就労促進に向けた取組

について、２点伺います。 

 １点目は、希望に応じた就労支援の充実につい

てです。 

 第２次札幌市まちづくり戦略ビジョンでは、多

様な人材が自身の能力を発揮し、誰もがやりがい

や充実感を得ながら働くことがまちづくりの目指

す姿の一つとして掲げられています。その実現の

ためには、障がいのある方が希望する働き方を実

現する環境の整備が重要な取組であると認識して

います。 

 こうした就労環境の整備を支える制度の一つが

2013年に施行された障害者総合支援法です。この

法律は、共生社会の実現を目指し、障がいのある

方が地域で必要な支援を受けながら安心して就労

や生活ができるよう、福祉サービスの仕組みを整

えています。例えば、一般就労が困難な方を対象

とした就労継続支援Ｂ型や雇用契約を結んで働く

就労継続支援Ａ型など、障がいのある方の多様な

就労ニーズに対応する制度が用意されています。 

 札幌市では、障害者手帳の取得者が13万人を超

え、福祉サービスの利用者も増加しています。特

に、Ｂ型事業所は、2015年以降、約３倍の670か

所に増え、利用者も１万1,000人に達していま

す。 

 一方で、急速な拡大により、支援の専門性を備

えた人材の確保・育成が不十分な事業所も散見さ

れるなど、事業所における支援の質が課題となっ

ています。その結果、Ｂ型事業所で働く障がいの

ある方の中には、次のステップとしてＡ型事業所

や企業などでの一般就労を希望しながらも適切な

移行支援につながらないケースも少なくないと支

援機関から伺っています。 

 こうした中、今年10月から開始される就労選択

支援は、希望や適性に応じた就労の選択を支援す

る制度であり、我が会派としては、Ｂ型事業所で

働く方がＡ型事業所や一般就労へ移行する流れを

後押しする仕組みとして役割を果たすことを期待

しています。 

 この制度が機能するためには、当事者の状況を

適切に把握し、就労支援機関などに結びつける支

援体制の構築が不可欠であり、担い手である事業

所には十分な経験と高い専門性が求められます。

しかし、国が定めた事業所の指定基準は、社会資

源の乏しい地域でも事業所が運営できるよう緩や

かに設定されており、本市の実情を踏まえると、

こうした基準では十分な支援の質が確保できない

おそれがあります。 

 本市では、昨年度、制度の導入に先立ち、全国

６か所のモデル事業の一つとして試行的な取組を

実施しており、その成果や課題も踏まえた実効性

のある運用が求められています。とりわけ、障が

いのある方自身が自らの希望や適性に応じて就労

先を真に選択ができるようにするために、本市と

して支援の質の確保に向けた仕組みの検討が必要
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と考えます。 

 そこで、質問ですが、就労選択支援について、

札幌市として、障がいのある方の希望に応じた就

労支援の充実のためにどのような考えで取り組む

のか、伺います。 

 ２点目は、一般就労の場の拡大についてです。 

 障がいのある方の中には、Ａ型事業所、Ｂ型事

業所などの福祉的就労ではなく、企業などでの一

般就労を希望する方も少なくありません。 

 札幌圏における一般就労の障がい者数は１万人

を超え、年々、増加傾向にあります。しかし、精

神・発達障がいなど、多様な特性を持つ方々の中

には希望する働き方に結びつかない就労困難な

ケースも依然として多く存在しています。 

 民間企業側でも、人手不足を背景に、障がい者

雇用への関心が高まっているものの、受入れ体制

や支援ノウハウ、福祉との連携不足などが障壁と

なり、雇用に結びつきにくい現状があります。 

 今年10月から開始される就労選択支援は、一般

就労へのニーズをより明確にする契機となること

が期待されています。だからこそ、そのニーズに

応える多様な受皿の整備が求められています。 

 こうした中、2025年３月には、札幌市独自の制

度である障がい者協働事業について、廃止の方向

で検討が進められているとの報道があり、一部の

当事者や関係者からは障がいのある方の就労支援

の後退を懸念する声が上がりました。 

 協働事業は、2006年の開始以来、福祉的就労と

一般就労の中間的な制度として、福祉サービスを

利用せず、就労困難な障がいのある方を雇用する

新たな仕組みを提示してきました。障がいの有無

にかかわらず、共に働く場を創出するという理念

の下、多様な業種で就労困難な人たちの雇用実践

が進められてきた点は全国的にも先進的かつ意義

ある取組と言えます。 

 一方で、制度創設から約20年が経過しました

が、本事業を活用する事業者の新規参入が限定的

で、制度の広がりや柔軟性に課題もあることから

も制度の再設計は必要だと認識しています。 

 だからこそ、制度の廃止ではなく、これまでの

理念と成果を土台にしながら、就労に困難を抱え

る障がいのある方が自分らしく働ける場を広げる

ために制度を柔軟に見直し、発展的に再構築して

いくことが必要だと考えます。 

 そこで、質問ですが、障がいのある方の就労促

進に向けて、協働事業の今後を含め、一般就労の

場の拡大にどのように取り組んでいくのか、本市

の見解を伺います。 

 次に、札幌市内の中小企業などの事業承継支援

について伺います。 

 日本企業のうち、99.7％を占める中小企業や小

規模事業者は、雇用や技術の担い手を支える重要

な存在です。 

 近年、中小企業などの後継者が不在である状況

は深刻化しており、廃業の増加により、貴重な雇

用や技術への影響が懸念されています。 

 こうした状況を受け、中小企業庁では、中小企

業などの活力を維持・発展させるための事業承継

は不可欠であるという考えの下、様々な支援策を

講じており、札幌市においても同様の取組を進め

てきました。我が会派としても、地域経済を支え

る中小企業などの事業承継を強力に推進すべきで

あると、これまで一貫して主張してきました。 

 しかしながら、2024年度に帝国データバンク札

幌支店が実施した調査によると、企業の後継者不

在率は全国平均の52.1％に対し、道内企業は

65.7％であり、全国で４番目に高い水準となって

おります。 

 また、2024年に休業、廃業、解散した道内企業

は2,715件に上り、３年連続で増加の末、2016年

以降で最多を更新しました。 

 さらに、休廃業・解散時の経営者の平均年齢は

71.9歳、最も休廃業が多かった年齢は75歳であ

り、高齢化の傾向が一層進行していることが分

かっています。 

 本市が2022年２月に市内の企業及び団体を対象
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に行った札幌市企業経営動向調査において回答の

あった約1,000社のうち、44.8％の企業が今のと

ころ後継者について考えていないと答えていま

す。さらに、引き継ぎたいけれども、後継者がい

ないと回答した企業も約10％おり、後継者選びや

後継者探しを最も難しい課題として挙げていま

す。 

 このように、休廃業時の経営者の高齢化、後継

者を考えていない企業が一定数いること、後継者

が探せないなど複数の課題を抱えている状況にあ

ります。 

 事業承継の支援は、国が設置する北海道事業承

継・引継ぎ支援センターなどの公的機関のほか、

金融機関をはじめとする民間の支援事業者も増

え、間口は広がりつつあります。また、Ｍ＆Ａな

どを活用し、あらかじめ経営資産を第三者に引き

継いだ上で事業を畳むほうが望ましいという前向

きな廃業の考えも浸透し始めています。こうした

取組が広がる一方で後継者の不在率は依然として

高い状況で推移しており、十分に支援が行き届い

ているとは言えません。 

 事業承継は、従業員の雇用や家族の生活を守

り、経営者の思いや技術力、許認可、設備などを

次の世代へつなげ、持続可能な地域経済の構築に

寄与するものです。そのため、本市として、中小

企業などの事業承継に対する課題認識をしっかり

と持ち、自治体にできる役割を担っていくことが

重要です。 

 そこで、質問ですが、札幌市が自治体として事

業承継を行うことの意義と今後の方向性について

どのように考えているのか、伺います。 

 次に、食のさらなるブランド化に向けた取組に

ついて伺います。 

 札幌市は、道内の豊富な農水産資源などの１次

産品を生かした食を魅力の一つとしています。 

 市内には、食品製造業が集積しており、道内の

１次産品を付加価値の高い優れた商品に加工し、

国内外に販売できる力を持っています。また、道

産素材を活用したおいしい食を提供する飲食サー

ビス業も集積しており、これら食産業の振興は本

市の産業振興における重点分野の一つに位置づけ

られています。 

 しかし、本市と同様に、全国の多くの自治体が

地方創生の一環として地元の名産を活用し、食に

関する様々な取組を進めています。そのような中

で、本市は、さらに一歩進んだ特徴ある取組を展

開し、他地域との差別化を図る必要があります。 

 本市には、2008年から開催されているオータム

フェストという北海道の食を大通公園にて一堂に

楽しめるイベントがあります。加えて、昨年度か

ら北海道、札幌の強みである食と発信力のある映

画を組み合わせた新しい形の映画祭である北海道

フードフィルムフェスティバルが始まりました。 

 この映画祭は、約6,000人が来場し、食にまつ

わる映画の上映に加え、劇中に登場した食につい

て、出演者や映画監督による解説が行われ、好評

を博しました。 

 先般、第２回となるこの映画祭が、名称をフー

ドとムービーを掛け合わせたＨＯＫＫＡＩＤＯ 

ＦＯＯＶＩＥ ＦＥＳＴＩＶＡＬと改め、10月に

開催されることが発表されました。このようなユ

ニークな取組は、映像の力で札幌の食のブランド

価値を高める一助になると考えます。 

 食欲の秋を盛り上げる９月のオータムフェスト

と10月のＨＯＫＫＡＩＤＯ ＦＯＯＶＩＥ ＦＥ

ＳＴＩＶＡＬというイベントの力を活用し、さら

なる食のブランド力向上に取り組んでいくべきで

す。 

 将来的に札幌が食のまちとして広く認識される

ことを目指し、そのためには、食に関する研究開

発を進め、教育機関、企業などの集積をさらに加

速させ、環境を整えていくことが不可欠です。 

 食は、１次産業の農水産業から２次産業の製造

業、そして、３次産業の卸、小売、運輸、飲食

サービスなど、あらゆる業種にまたがる分野で

す。この食をキーワードに、各分野の関係者が
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ネットワークを構築し、協力して取り組むことで

札幌市全体の産業の付加価値創出が期待されま

す。 

 そのためには、市内の事業者だけではなく、国

内外から食に関わる人や企業などを引きつける魅

力や環境を構築整備することが必要であり、それ

が札幌の確固たる食のブランド化につながると考

えます。 

 そこで、質問ですが、札幌の強みの一つである

食のさらなるブランド化に向けてどのように取り

組んでいく考えか、伺います。 

 最後に、ＰＭＦの持続的開催に向けた取組につ

いて伺います。 

 今年で35回目を迎えるパシフィック・ミュー

ジック・フェスティバル、通称ＰＭＦは、札幌の

夏を彩る音楽祭として市民に広く親しまれ、札幌

の文化的風景として深く根づいてきました。その

取組が評価され、2018年には北海道遺産に認定さ

れています。 

 また、ＰＭＦは、世界三大教育音楽祭の一つに

数えられ、世界中の若手音楽家から高い注目を集

める国際的な音楽教育事業でもあります。その歴

史の中で、これまで多くの優れた音楽家を輩出

し、国際的に活躍する人材の登竜門として確かな

実績を築いています。 

 2025年のＰＭＦオーディションには70か国・地

域から1,344名もの応募がありました。ＰＭＦで

演奏することは世界の若き音楽家たちにとって大

きな目標であり、選ばれること自体が名誉とされ

ています。 

 厳しい選考を経て札幌に集ったアカデミー生た

ちは、ウィーンフィル、ベルリンフィルやロサン

ゼルスフィルなど、世界屈指のオーケストラの首

席奏者から直接指導を受け、短期間で集中的に技

術と表現力を磨きます。修了生の多くは、その

後、世界各地の一流オーケストラ奏者として、ま

た、指導者、演奏家として活躍しており、ＰＭＦ

の音楽的価値の高さがうかがえます。 

 今年４月に札幌交響楽団の首席指揮者に就任し

たエリアス・グランディ氏や今年のＰＭＦに客演

指揮者として招いたカリーナ・カネラキス氏もか

つてＰＭＦで研さんを積んだ修了生であり、ＰＭ

Ｆで育った音楽家が再び札幌の舞台に立つという

好循環が生まれています。 

 また、若者たちが経済的な理由で参加をためら

うことのないよう、安心して札幌で学べる環境も

提供しています。これは、世界の音楽界に羽ばた

く人材の育成と公平な機会の提供という観点から

も非常に意義深い取組です。 

 こうしたＰＭＦの開催とその運営は、チケット

収入に加え、札幌市や国の公的支援、そして、企

業や個人からの協賛、寄附によって支えられてい

ます。今後、40回、50回と持続的に開催を重ねて

いくためには、札幌市民はもちろんのこと、より

一層、市外の方にもＰＭＦの意義や魅力、価値を

広め、幅広い支援を得ていくことが望ましく、Ｐ

ＭＦにはその可能性が十分にあると考えます。 

 そこで、質問ですが、ＰＭＦの持続的開催に向

けて今後どのように取り組んでいくのか、伺いま

す。 

 これで、私の質問の全てを終了いたします。ご

清聴、ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（村上ゆうこ） 答弁を求めます。 

 秋元市長。 

○市長（秋元克広） 全体で12項目にわたるご質

問をいただきました。私からは、１項目めのＧＸ

金融・資産運用特区の取組について、２項目めの

札幌市水素エネルギー基本方針を踏まえた取組に

ついて、３項目めの札幌市役所本庁舎の整備につ

いて、５項目めの札幌市雪対策審議会の進め方に

ついて、６項目めの子ども、若者への支援につい

てお答えをさせていただきます。その余のご質問

に対しましては、担当の天野副市長、山本副市

長、加藤副市長、教育長からお答えをさせていた

だきますので、よろしくお願いいたします。 

 まず、１項目めのＧＸ金融・資産運用特区の取
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組についてお答えをいたします。 

 特区の取組に当たりまして、１年目の成果とい

たしましては、日本に進出する海外企業の法人設

立手続等の英語対応や銀行によるＧＸ関連事業に

対する出資規制の緩和などが実現をしたところで

あります。 

 また、これら特区による効果を生かすために、

ビジネスや生活面のサポートを英語で行う札幌海

外企業受入ワンストップ窓口を昨年10月に設置し

たほか、ＧＸ推進税制を本年４月からスタートさ

せ、国内外のＧＸや金融関連企業の誘致に向けた

一歩を踏み出したところであります。 

 これらの取組により、金融とＩＴを結びつけ

た、いわゆるフィンテック業や資産運用業の市内

への企業進出があったものと認識しております。 

 今後は、ＧＸ関連の情報を一括して閲覧できる

情報プラットフォームやＧＸ事業に対する認証制

度の構築を進めるほか、国内外でのプロモーショ

ン活動を展開し、道内へのさらなるＧＸ投資と国

内外のＧＸや金融関連企業の誘致を積極的に進め

てまいりたいと考えております。 

 次に、２項目めの札幌市水素エネルギー基本方

針を踏まえた取組についてであります。 

 次世代エネルギーとして水素の普及を進めてい

くことはゼロカーボンシティーの実現に向けた札

幌市の重要な施策の一つであり、国内外の情勢を

踏まえつつ、しっかりとこれに取り組んでいく必

要があるものと認識をしております。 

 今年３月に改定をいたしました札幌市水素エネ

ルギー基本方針におきましては、運輸部門と建物

分野を中心とした水素の利活用に加え、新たに水

素の供給体制の整備についても重要な取組として

位置づけたところであります。 

 今後は、水素の製造、貯蔵、運搬などの技術を

有する事業者や道内の自治体とこれまで以上に緊

密に連携をし、再生可能エネルギーなどの地域資

源に由来する水素サプライチェーン構築に向けた

検討を精力的に進めてまいります。 

 次に、３項目めの札幌市役所本庁舎の整備につ

いてお答えをいたします。 

 検討会では、本庁舎機能の在り方についてもご

議論いただいており、将来のあるべき姿を見据

え、柔軟に対応できるよう、施設整備を進めるこ

との重要性についてご意見を頂戴したところであ

ります。 

 札幌市では、今年度から業務ネットワークに無

線ＬＡＮ環境を導入するなど、段階的にＤＸ化を

推進しており、職員の柔軟な働き方や行政の効率

的な運営に寄与する取組について、本庁舎整備の

重要な要素として議論を深めていく考えでありま

す。 

 その上で、本庁舎と区役所の役割分担、本庁舎

の機能の在り方をはじめ、施設の規模についても

職員の働き方やＤＸ化の進展などに応じて変化を

していくことでありますので、将来を見据えなが

ら検討を深めてまいりたいと考えております。 

 次に、５項目めの札幌市雪対策審議会の進め方

についてお答えをいたします。 

 持続可能な雪対策に向けては、生活道路の除排

雪や大雪への備えといった課題への対応に加え、

人口減少に伴う社会全体の担い手不足や税収の減

少なども踏まえた様々な視点を持ってその在り方

を検討することが必要だと考えております。 

 そのため、新たに設置をいたします雪対策審議

会には、土木や地方財政、経済、デジタル、地域

の代表など、幅広い分野の委員に参加いただくこ

ととしており、令和８年度までには今後の方向性

を基本方針として整理し、その後、具体的な施策

をまとめた新たな基本計画の検討を行う予定であ

ります。 

 また、検討に当たりましては、初期段階からよ

り多くの市民に関わっていただくことが重要だと

考えており、現在選考中の市民委員にも審議会に

参加いただくほか、ＳＮＳを活用したアンケート

や無作為に選ばれた市民に議論いただくミニ・パ

ブリックスを活用することなどでしっかりと市民
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意見を把握し、それらを審議会の議論に反映させ

て進めてまいりたいと考えております。 

 次に、６項目めの子ども、若者への支援につい

てお答えをいたします。 

 生きづらさを抱えながら誰にも相談できずにい

る子ども、若者が少なからずいる中で、誰もが安

心できる居場所を見つけ生活できるよう、社会全

体で支えていかなければならないと認識をしてお

ります。 

 これまでも、法に基づき設置しておりますさっ

ぽろ子ども・若者支援地域協議会、このネット

ワークを活用することで、それぞれの専門性を生

かし、複合的な問題を抱えた子ども、若者の支援

に取り組んできたところであります。 

 今後は、これに加え、精力的に活動されている

民間団体とも連携をし、支援の輪を広げながら、

社会全体で全ての子ども、若者の健やかな成長を

支えてまいりたい、このように考えております。 

 私からは、以上です。 

○副議長（村上ゆうこ） 天野副市長。 

○副市長（天野周治） 私からは、大きな４項目

め、道路の陥没対策についてお答えをいたしま

す。 

 札幌市におきましては、地下インフラに起因す

る道路陥没の発生を未然に防止するため、計画的

に道路や地下インフラの維持修繕に取り組んでい

るほか、路面下の空洞調査や日常的な道路のパト

ロールなどを実施しております。 

 さらに、今年度に行う下水道管路の特別重点調

査のように緊急的な措置が必要な場合において、

速やかに予算や実施体制を確保するなど、スピー

ド感を持って対応しているところでございます。 

 一方で、老朽化したインフラの急増や建設業の

担い手不足が続く社会情勢下におきましては、各

施設管理者が個別に取り組むだけではなく、相互

に連携し、より効果的・効率的にメンテナンスを

進めていくことも重要と認識をしております。 

 このため、国の連絡調整会議などの機会を通じ

て各施設管理者が持つ情報やノウハウを基に陥没

リスクを総合的に評価し、各地下インフラの点

検、修繕の計画を見直すことで損傷の早期発見に

つなげるなど、道路陥没対策の充実を図ってまい

ります。 

 私からは、以上でございます。 

○副議長（村上ゆうこ） 山本副市長。 

○副市長（山本健晴） 私からは、８項目め、区

保健福祉部における相談支援体制の充実強化につ

いて、９項目め、障がいのある方の就労促進に向

けた取組について、12項目め、ＰＭＦの持続的開

催に向けた取組についてお答えいたします。 

 まず、８項目め、区保健福祉部における相談支

援体制の充実強化についてであります。 

 市民の誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし

続けられるまちを目指すためには、複雑、困難な

課題を抱えた世帯の相談支援に対応できる体制の

充実強化が大変重要と認識しています。 

 そのため、区保健福祉部の高齢・障がい分野に

おける事務の再編などにより、きめ細やかな相談

支援を行うことができるよう、検討を進めている

ところであります。また、地域における予防的な

活動の充実に向け、保健師体制の検討を行い、

様々な支援を必要とする世帯の早期発見・早期支

援に努めてまいります。 

 次に、９項目め、障がいのある方の就労促進に

向けた取組についての１点目、希望に応じた就労

支援の充実についてであります。 

 10月から開始となる就労選択支援制度は、支援

を行う事業者の役割が重要と考えており、札幌市

も参加したモデル事業等を踏まえますと、就労支

援の質を十分に確保する観点から、国が示す事業

者の指定基準の上乗せが必要と認識をしておりま

す。 

 そのため、札幌市におきましては、国の基準を

上回る就労支援実績のほか、障がいのある方の就

労能力や適性などを評価する、いわゆる就労アセ

スメントを行う体制などを札幌市独自の指定基準
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として設けることを考えているところでありま

す。 

 また、障がいのある方の希望や多様な能力等を

生かせるよう、就労先となる就労継続支援事業所

等への運営指導の強化などによりまして質の確保

と向上にも取り組み、障がいのある方の就労支援

を充実させてまいります。 

 次に、２点目、一般就労の場の拡大についてで

あります。 

 昨今、様々な業種での人材不足に加え、企業に

おける障がい者雇用率の引上げや合理的配慮の提

供の義務化など、障がい者雇用を取り巻く環境が

大きく変化しております。 

 こうした中、協働事業については、より多くの

企業が障がい者雇用に踏み切れるような見直しが

必要でありますが、現在働く障がい者の雇用支援

はもとより、障がいのある方とない方が共に働く

という理念やこれまでの事業で得た成果の継承が

重要であります。 

 このため、関係者の意見を聞きながら、国の雇

用・福祉施策との連携を行うなど、障がいのある

方の一般就労の場を拡大する方策等について引き

続き検討を進めてまいります。 

 次に、12項目め、ＰＭＦの持続的開催に向けた

取組についてであります。 

 ＰＭＦは、世界中の若者に対する音楽教育を通

じた世界平和への貢献という創設者のバーンスタ

インの理念を実践する音楽祭として、将来にわた

り継続していくべきものであります。これまでの

35年にわたり、世界79か国・地域の延べ約3,800

人の優秀な若手音楽家を輩出し、クラシック音楽

界の発展に大きな貢献をしてきたところでありま

す。 

 今後もＰＭＦを持続的に開催していくために

は、より多くの市民がＰＭＦの価値を享受できる

ための取組はもとより、これまで以上に国際教育

音楽祭としての意義を国内外に広げ、国境を超え

た幅広い支援の輪を築いていきたいと考えてお

り、海外に向けた積極的な情報発信にも努めてま

いります。 

 以上です。 

○副議長（村上ゆうこ） 加藤副市長。 

○副市長（加藤 修） 私からは、10項目めの事

業承継支援についてと11項目めの食のさらなるブ

ランド化に向けた取組についてお答えをいたしま

す。 

 まず、10項目めの事業承継支援についてでござ

いますが、金融機関など、民間のＭ＆Ａ事業支援

事業者だけではなく、私ども地方自治体が積極的

に支援を行うことで第三者に対する事業承継が広

く認知される効果も生まれ、後継者や事業継続に

対する経営者の意識が高まると考えているところ

でございます。 

 より多くの企業の事業継続を図るため、高齢な

経営者のうち、特に民間の支援が届きにくい小規

模事業者を主な対象として支援しているところで

ございます。 

 既に事業承継を課題と感じている経営者のみで

はなく、今後は、未検討もしくは廃業を考えてい

る経営者などにも積極的なアプローチを行い、札

幌の地域経済を支える様々なノウハウや技術の承

継と雇用の確保につなげてまいりたいと考えてい

るところでございます。 

 続きまして、11項目めの食のさらなるブランド

化に向けた取組でございます。 

 まずは、今年で２回目の開催となりますＨＯＫ

ＫＡＩＤＯ ＦＯＶＩＥ ＦＥＳＴＩＶＡＬにお

きまして、食をテーマとした映画を上映するほ

か、生産者やシェフなどが登壇するカンファレン

スを開催するなど、映像等を活用しまして北海

道、札幌の食の魅力を国内外に広く発信してまい

ります。 

 あわせて、食関連事業者のほか、観光、ＩＴな

ど、異なる分野の事業者や教育研究機関等との

ネットワークを構築いたしまして、札幌発のイン

バウンド向けの新たな商品開発やＡＩを活用した
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調理の自動化などを進める官民連携によるイノ

ベーションの場を創出してまいります。 

 こうした取組によりまして、食関連事業者はも

とより、観光分野を含め、様々な産業に波及効果

を生み出すことで優位性を持つ札幌の食の付加価

値を高め、北海道、札幌の地域特性を生かした美

食のまち札幌のブランド化を積極的に推進してま

いります。 

 以上でございます。 

○副議長（村上ゆうこ） 山根教育長。 

○教育長（山根直樹） 私からは、７項目め、藻

岩高校と啓北商業高校の発展的再編についてお答

えいたします。 

 高校を取り巻く環境は、少子化に伴う進学者数

の減少に加え、国における高校の授業料無償化の

動きなどにより、大きく変化してくるものと認識

しております。 

 このような中、今年度、高校再編準備担当課を

新設し、藻岩高校と啓北商業高校がこれまで積み

重ねてきた探究活動や職業教育など、両校の特色

を発展させた再編校を開校するための検討を現在

進めているところであります。 

 また、これからの予測が困難な社会におきまし

ては、未知の課題に向き合い、自ら問いを立て、

他者とともに協働しながら新しい価値を創造する

力を育むことが重要と考えているところでありま

す。 

 そこで、現在検討しております発展的再編校で

の学校像におきましては、専門的なビジネス教育

と地域での探究活動を掛け合わせ、様々な人々と

の対話や挑戦を重ねることで多彩な未来を自分た

ちの手で創造できる人材の育成を重視し、地域に

誇れる学校づくりに全力を尽くしてまいりたいと

考えているところであります。 

 私からは、以上です。 

○副議長（村上ゆうこ） お諮りします。 

 本日の会議はこれで終了し、明日５月30日午後

１時に再開したいと思いますが、ご異議ありませ

んか。 

 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（村上ゆうこ） 異議なしと認めます。 

 したがって、そのように決定しました。 

 ―――――――――――――――――――― 

○副議長（村上ゆうこ） 本日は、これで散会し

ます。 

 ―――――――――――――――――――― 

      散 会 午後４時19分 

 


